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平成26年～令和4年分　提案募集方式データベース

H26 1 09_土木・建
築

都道府県 佐賀県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

河川法第32条第2項
河川法施行令第18条第2項

河川法に基づく流水占用
料等の徴収方法を条例
で定めることとする規制
緩和

河川法第３２条で政令に委任している流水占用料等の徴
収方法を、条例で定めることを可能とする規制緩和。

【支障】河川に係る流水占用料等（河川法第２３条、第２４条若しくは第２５条の許可又は第２３条の２の登
録を受けた者から徴収することができる流水占用料、土地占用料又は土石採取料その他の河川産出物
採取料をいう。）については、河川法施行令第１８条第２項に定めるところにより、流水占用等の期間が複
数年に及ぶ場合でも毎年度徴収しなければならない。しかし、本県の流水占用料等のうち特に土地占用
料については、毎年の調定件数千数百件のうち高額な２件（ゴルフ場）を除けば、平均が３，０００円程度と
低額である。
このように低額な流水占用料等も毎年調定、徴収事務を行うことは、行政事務の効率化の観点から問題が
ある。
【改正の必要性】流水占用料の徴収方法を政令ではなく、条例で定めることにより、流水占用等の期間が
複数年に及ぶ場合は、希望により全許可期間分を一括徴収することを可能としたい。これにより、県の行
政コスト軽減による行政の効率化と、申請者の負担軽減による住民サービスの向上が実現できる。なお、
道路法においては、占用料の額・徴収方法は条例に委任（道路法３９条２項）されており、本県では、道路
占用料については複数年度にまたがるものを一括徴収することを可能としている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 2 11_その他 都道府県 佐賀県 法務省、財
務省、厚生
労働省、農
林水産省

A　権限
移譲

出入国管理及び難民認定法第
6条
関税法第15条の3
検疫法第4条
植物防疫法第6条、第8条
家畜伝染病予防法第38条、第
40条

国際ビジネス機受入の際
のＣＩＱ業務の移譲

地方管理空港における国際ビジネス機受入に限って、出
入国の際に必要となる税関、入国管理、検疫のいわゆる
ＣＩＱ業務を、希望する都道府県に移譲すること。

【支障】
ＣＩＱ業務は、関税法などにもとづき、国の職員が行っているが、国際定期便の運航頻度が少ない地方管
理空港では、国の職員が常駐しておらず、運航時に出張対応するケースが多い。このため、国際ビジネス
機（運航申請が直前でかつ変更も多い、１便当たりの搭乗者数は少ない）の運航希望に対して空港のス
ロット、スポットに余裕があってもＣＩＱ体制の制約から臨機応変な対応ができない。
【改正の必要性】
国際ビジネス機に限り、空港管理者である自治体がＣＩＱ業務を行うことができるよう、権限を移譲し、臨機
応変なＣＩＱ業務を可能とする。この趣旨は、首都圏に集中している国際ビジネス機の受入を、意欲のある
地方で進めることにより、経済への刺激や、閉鎖的と思われている日本のビジネスジェット環境の改善につ
なげるものである。
【効果】
運航計画の変更も頻繁に行われる国際ビジネス機の地方空港離発着に対して、県が機動的に対応する
ことにより、利用者の利便性の向上が図られることや、ビジネスジェットに関連した新産業の創出、地方空
港の利活用促進などがある。
【懸念の解消策】
移譲後は法定受託事務とし、国からマニュアル提供、県からの研修派遣により、水準を維持し、事務執行
する。ビジネス機は、社会的地位や知名度が高い利用者が多く、身元がハッキリしており、搭乗人員も少
ないことから県の体制でも出入国者等を管理できる。さらに、不測の事態に備えた訓練、国等との連携の
徹底など、水準維持に万全の体制を整える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 6 11_その他 一般市 新見市 法務省 A　権限
移譲

不動産登記法第１１９条及び第
１２０条、商業登記法第１０条及
び第１２条

法務業務に係る各種証
明書交付事務の権限移
譲

不動産登記の登記事項証明書、地図の証明書や商業・
法人登記の登記事項証明書、印鑑証明書などの交付事
務について、市が直接行うことができるように権限移譲を
要望する。

岡山地方法務局新見支局の廃止統合に伴い、各種証明書の交付申請について、本市利用者の利便性
が大きく損なわれ、本市利用者の時間的経済的負担が増加している。
また、法務局庁舎外の市役所庁舎などで、登記に関する証明書を取得することができる法務局窓口として
の「法務局証明サービスセンター」を設置し、“民間委託”により、各種証明書交付事務を行っている自治
体もあるが、本市で同様の事務を“直接”行うことは、法により制限されている。
本市が直接、各種証明書の交付を行うことにより、法務局支局の廃止統合前の新見地域での交付が可能
となり、利用者の時間的経済的負担が大幅に改善される。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 7 05_教育・文
化

一般市 新見市 文部科学省
（文化庁）

A　権限
移譲

文化財保護法第９３条及び第９
４条、文化財保護法施行令第５
条

土木工事等に係る埋蔵
文化財関連事務の権限
移譲

文化財保護法第９３条及び第９４条に関する事務（施工
者からの届出の受理、発掘調査の実施等その他必要な
事項の指示）について、文化財専門職員を有し、希望す
る市町村に当該事務を移譲する。

【制度改正の経緯】
埋蔵文化財包蔵地として周知されている土地を開発しようとする場合には、施工者から文化財保護法９３
条または９４条の届出・通知が市町村教育委員会を経由して都道府県教育委員会へ進達し、審査後、市
町村教育委員会を経由して通知することとなっているが、文化財専門職員を有し権限移譲を希望する市
町村においては当該市町村教育委員会で実施できるよう届出の受理や通知に関する権限を移譲する。
【具体的な支障事例】
・93条・94条に係る事務処理は、本市の意見を附して都道府県に進達し、都道府県はその意見を参考ま
たはそのまま通知文に記載し、本市を経由して申請者に通知を行っており、判断し意見を附す業務が重
なっている。
・県に進達するための文書作成に時間を要する場合が多く、「もう少し早く通知が出ないものか」との業者
からの要望もある。
【制度改正による効果】
都道府県教委への意見書を作成するための期間や同教委への進達及び同教委から市町村教委への通
知にかかる期間の短縮が見込まれ、少なくとも１週間程度の短縮が期待される。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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※空白セルの案件については、措置結果（水色タイトル帯）の部分について未対応です。

URL

６　【国土交通省】
（11）河川法（昭39法167）
（ⅲ）流水占用料等の徴収方法（施行令18条２項１号）については、都道府県の意見を踏まえ
て条例委任について検討を進め、平成27年中に結論を得る。

【国土交通省】河川整備基本方針等の同意等に係る協議の迅速化に
ついて（平成27年3月12日付け国土交通省水管理・国土保全局河川
計画課河川計画調整室長事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_1

４【法務省】（１）出入国管理及び難民認定法（昭26令319）
４【財務省】（１）関税法（昭29法61）
４【厚生労働省】（５）検疫法（昭26法201）
４【農林水産省】（２）植物防疫法（昭25法151）及び家畜伝染病予防法（昭26法166）
国際ビジネス機の受入れに伴い、出入国の際に必要となる税関・出入国管理・検疫（ＣＩＱ）業
務については、提案団体が求める臨機応変な対応を行うことについて、当該団体に通知す
る。
また、今後、他の地方公共団体から同様の提案があった場合は、個々の空港の状況やＣＩＱ職
員の体制整備の状況を踏まえ、臨機応変な対応を行うことについて個別に検討する。

【法務省】【財務省】【厚生労働省】【農林水産省】
佐賀空港におけるビジネスジェット就航に係るCIQへの事前連絡につ
いて（平成27年2月2日付け）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_2

４【法務省】
（２）不動産登記法（平16法123）及び商業登記法（昭38法125）
不動産登記及び商業・法人登記に係る登記事項証明書等の交付事務（不動産登記法119条
及び120条、商業登記法10条及び12条）については、競争の導入による公共サービスの改革
に関する法律（平18法51）に基づく民間委託との関係や行政の効率化の観点に留意しつつ、
登記所等が遠隔地に所在し利用が困難な地域の希望する市町村において、登記事項証明書
等の交付を受けられるようにするなど、住民サービスを改善する方策について検討を進め、平
成27年中に結論を得る。

－ － － － － －

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等
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H26 8 04_雇用・労
働

一般市 新見市 総務省 対象外 地方公務員等共済組合法第３
条第１項

保育士及び幼稚園教諭
の人事異動に伴う共済組
合の統一

幼稚園に勤務する職員であっても市町村職員共済組合
への加入を可能とする。

本市では、保育士と幼稚園教諭を一本化して保育教諭とし、保育所と幼稚園の職員交流を促進するととも
に、認定こども園については６園整備し、保育所と幼稚園の垣根を越えた子育て支援環境の整備を図っ
ている。
平成２５年７月からは幼稚園業務の所管を市長部局のこども課に移管し、保育所、認定こども園とあわせて
一体的な児童福祉施策の整備に努めている。
こうした中、職員の加入する共済組合については、幼稚園勤務の場合は公立学校共済組合、保育所勤務
の場合は市町村職員共済組合と定められているため、幼稚園と保育所間を異動する度に共済を変更しな
くてはならず、その都度、本人及び市に多量の事務が生じ負担となるほか、共済が実施する福祉事業（生
命保険、個人年金、貸付等）の継続ができないなど職員本人の不利益も生じている。
このため、幼稚園勤務となった場合においても、市町村共済組合に継続して加入できるよう規制の緩和を
望むものである。

－

H26 9 11_その他 一般市 新見市 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

公職選挙法第４６条 国政選挙への電子投票
の導入

特例法の制定により国政選挙での電子投票の実施を可
能にする。

本市では平成１４年２月に施行の「地方公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投票
機を用いて行う投票方法等の特例に関する法律」に基づき、市長・市議選挙における電子投票を実施し
ている。
これまで計４回の電子投票に成功しており、開票事務の迅速・効率化、無効投票の減少、投票方法のバリ
アフリー化という効果を実証し、電子投票の信頼性はゆるぎないものとなっている。
現行の法制下においては、電子投票で実施する地方選挙と、自書式投票で実施するしかない国政選挙
が混在することから、住民から戸惑いとともに全ての選挙での電子投票の実施を望む声が多く寄せられて
いるところである。
また、国政選挙への電子投票導入が認められていないことが、導入を検討している多くの自治体の障壁
になっており、原状のままでは、電子投票制度の普及は遅々として進まないばかりか、制度を維持すること
も困難になるのではないかと危惧するところである。
なお、国政選挙への導入によって、開票時間の大幅な短縮や無効票の減少などの有効性が広く有権者
に浸透することで、導入に対するコンセンサスが得られやすくなると考えており、電子投票が広く全国に普
及することで経費節減にも寄与するものと考えている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 10 09_土木・建
築

一般市 新見市 国土交通
省、農林水
産省

B　地方
に対する
規制緩和

河川法第２３条、補助事業等に
より取得し、又は効用の増加した
財産の処分等の承認基準につ
いて（平成２０年５月２３日２０経
第３８５号農林水産省大臣官房
経理課長通達）第４条

かんがい用水の目的外
利用における申請手続き
及び財産の処分等承認
基準の緩和

かんがい用水の目的外利用（畜産用水等）について、変
更、新規取得手続き、目的外利用申請の簡素化及び目
的外利用に伴う国庫補助金の返還を不要とするよう制度
改正を要望する。

本市南部にはカルスト地形の大地が広がっており、河川・地下水に乏しいため、県が国庫補助で整備した
畑地かんがい施設により、農地のかんがいを行っている。しかし、耕作放棄等により灌漑面積が減少傾向
にあり、許可済みの水利権に余剰が発生しており、将来的に当該施設の維持管理が困難となることが予
想される。
当該地域に畜産施設や農産加工施設などが新設された場合、かんがい施設を利用するには目的外利用
（畜産用水、工業用水等）になるため、県が行う変更・新規取得手続・目的外利用申請等に相当の期間を
要することになる。このため、余剰範囲内で用途の定めのない取水量を確保し、用途・必要水量決定後に
届出等による変更手続きになるよう制度改正を行うことを要望する。
また、当該施設は建設後３０年以上を経過し、補助目的を達成したものと見なすことができるが、収益が見
込まれる（他のかんがい用水受益者と同様に使用料等を負担するため）場合は､国庫補助金の返還が生
じる。当該施設の有効利用及び維持管理費の確保のため、目的外利用による国庫補助金の返還が生じ
ないよう、合わせて制度改正を要望する。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 11 09_土木・建
築

一般市 新見市 農林水産省 対象外 補助事業等により取得し、又は
効用の増加した財産の処分等
の承認基準について（平成２０
年５月２３日２０経第３８５号農林
水産省大臣官房経理課長通
達）第５条

公共的団体における国
庫補助事業により取得し
た財産の処分等承認基
準の緩和

「補助金等適正化中央連絡会議の決定事項の通知につ
いて」（平成20年４月17日付け20経第1 1 2 号大臣官房
長通知）により補助事業等により取得した財産処分につ
いて、一定期間を経過した財産の処分は補助金の返還
を緩和されているところであるが、公共的団体が行う財産
処分についても地方自治体と同様の基準に緩和すること
を要望する。

　公共的団体である本市の森林組合は、平成１７年の市町合併に合わせて旧１市４町の各森林組合の合
併により誕生した。
　合併前の各森林組合が国庫補助事業等により整備した施設について、合併後の社会情勢の変化や森
林組合の事業内容等の変化により施設整備当初と大きく状況が変化し、その見直しの必要も生じている。
　また、林業自体の衰退が激しく、木材価格の低迷や組合員数の減少により森林組合の経営も困難な状
況となっている。
　このような状況の中で、本市森林組合が経営改善のため各施設の見直しを検討しているが、長期利用
財産（補助対象財産のうち、補助目的に従った利用により１０年を経過したもの）の処分（解体）を行った場
合、国庫補助金の返還が生じる（平成２０年５月２３日２０経第３８５号農林水産省大臣官房経理課長通達
（以下「経理課長通達」という。）別表３目的外使用の部上記以外の場合の款）。しかし、地方公共団体で
ある本市が所有する施設を同じ条件で処分する場合は国庫補助金の返還は生じない（経理課長通達別
表２目的外使用の部収益がない場合の款）。
　公共的団体においても地方自治体と同様に合併後の財産の取り扱いについて苦慮しているところが多く
あるため、公共的団体が財産処分を行う場合の取り扱いについては、地方自治体と同じ条件になるよう財
産処分等の承認基準を緩和されるよう要望するものである。

－

H26 12 07_産業振
興

一般市 新見市 内閣府（金
融庁）

対象外 資金決済に関する法律第１４条 発行保証金の供託の免
除（プレミアム付き商品券
発行事業）

地方自治体の補助を受けて商工会議所が行う市内共通
商品券発行事業（前払式支払手段）について、発行保証
金の供託の適用除外とするよう制度改正を要望する。

　新見市においては、本年４月の消費税引き上げにより、市内消費の落ち込みが懸念されることから、市
内への経済対策として新見商工会議所が以前から発行していた、市内共通商品券１０億円分に５％の上
乗せをし、プレミアム商品券として、発行することになった。５％の上乗せ部分の５千万円は本市の補助と
し、今年４月～６月に販売した。
　しかし、新見商工会議所が発行している市内共通商品券は、使用期限のない前払式支払手段により発
行しているため、資金決済に関する法律、及び資金決済に関する法律施行令により、基準日未使用残高
の二分の一の額以上の額に相当する額の発行保証金を、最寄りの供託所に供託しなければならず、発行
元である新見商工会議所にとっては大きな負担となっている。
　このため地方自治体の補助を受けて商工会議所が行う市内共通商品券発行事業については供託金の
規制適用除外とするよう制度改正を行うものである。

－
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－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －
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H26 13 02_農業・農
地

都道府県 佐賀県 農林水産
省、経済産
業省、厚生
労働省、国
土交通省

B　地方
に対する
規制緩和

農村地域工業等導入促進法第
５条第８項、第９項
「農村地域工業等導入促進法の
運用について」（昭和63年8月18
日付け63構改Ｂ第855号）第４の
４連絡調整等

実態的に法令に根拠の
ない農政局協議を求めて
いる通知の廃止

農村地域工業等導入促進法に基づき県が実施計画を策
定又は変更する場合及び市町村が策定又は変更する実
施計画について同法第５条第９項により県が協議に応じ
ようとする場合の国との連絡調整を廃止すること。

【支障】農村地域工業等導入促進法（以下「農工法」）第５条の規定に基づき、都道府県は関係市町村の
意見をきいたうえで、また、市町村は都道府県知事に協議しその同意を得たうえで農工実施計画（以下、
実施計画という。）を策定・変更することができる。実施計画に定められた工業等導入地区においては、転
用面積が４haを超える場合であっても、都道府県知事が許可権者となっている。このように、実施計画の策
定やこれに伴う農地転用許可は、地方自治体の権限とされているが、農林水産省構造改善局長等通知に
おいて、都道府県が実施計画を策定又は変更しようとする場合及び市町村が策定又は変更する実施計
画について協議に応じようとする場合には、あらかじめ地方農政局等関係省庁と十分連絡調整を行うこと
とされている。この連絡調整は法令に根拠を持たないものであるが、この連絡調整の際に、様々な指摘（あ
る地区での実施計画の未完工を理由に、近隣地区の実施計画の作成を認めない等）を受ける結果、実施
計画の作成に２年から数年かかるなど、工業団地の開発に大幅な遅れが発生している。
【改正の必要性】都道府県が実施計画を策定する場合や市町村からの協議に応じようとする場合には、関
係市町村や関係部局との間で十分に調整を行っていることや地方の状況については地元自治体が最も
熟知していることなどから、農工法の趣旨を踏まえ、迅速な処理を図るうえでも、事実上の協議となってい
る国との連絡調整通知は廃止すること。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 14 02_農業・農
地

一般市 燕市 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農地法第４条第３項・第５条第３
項

農地の転用に係る都道
府県農業会議への諮問
の廃止

農地の転用の際に必要となる都道府県農業会議への諮
問を廃止する。

①許可に際しては、県農業会議への意見聴取が義務化されている。しかし、同会議は月１回しか開催され
ていないことから、申請から許可までに要する期間が係りすぎるため、申請に対し「迅速な事務処理」の支
障となっている。

②同会議は、各農業委員会等からの大量の案件を短時間で処理するため、会議は実質的には形式化し
ており、地域の実情を踏まえ検討されている点で、農業委員会の審査だけで十分であると考える。
　
申請から許可までの時間が短縮され、住民に対するサービスの向上が図られ、更には事務量の削減に繋
げられることから、農地転用の際に必要となる県農業会議への諮問を廃止していただきたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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６【厚生労働省（８）】【農林水産省（11）】【経済産業省（７）】【国土交通省（13）】
農村地域工業等導入促進法（昭46法112）
（ⅰ）都道府県が、農村地域工業等導入実施計画を策定又は変更する場合（５条１項）及び市
町村が策定又は変更する当該計画について協議に応じようとする場合（５条９項）、「農村地域
工業等導入促進法の運用について」（昭63農林水産省構造改善局、昭63通商産業省立地公
害局、昭63労働省職業安定局、昭63運輸省貨物流通局）において、あらかじめ地方農政局、
経済産業局、都道府県労働局、地方運輸局等と十分連絡調整を行うこと等とされている事項
については、廃止する。

【厚生労働省】【農林水産省】【経済産業省】【国土交通省】
「農村地域工業等導入促進法の運用について」の一部改正について
（平成27年3月31日付け農林水産省脳槽振興局長、経済産業省大臣
官房地域経済産業審議官、厚生労働省職業安定局長、国土交通省
大臣官房物流審議官通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_13

－ － － － － －
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H26 15 11_その他 一般市 燕市 法務省 B　地方
に対する
規制緩和

人権擁護委員法第6条第3項 人権擁護委員推薦の議
会諮問の廃止

人権擁護委員候補者の推薦に当たり、議会の意見を聞
く義務付けを廃止する。

人権擁護委員の推薦には、人選、推薦日程等かなりの労力を要している。
委員の再任、新任とも適任者と思って推薦したくともなかなか了解を得られないこともあり、かなりの日程が
必要である。併せて、議会に承認を得るためには任期満了の半年以上も前から選任の作業にかかり、議
会提案のための議案作成が必要になることから、この承認手続きにかかる作業を少しでも省略することが
できれば、本人の了承を得たのちすぐに法務大臣への推薦が可能となり、手続き的に負担が軽減される。
また、議会提案では承認されなかったことはないため問題ないと考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 16 02_農業・農
地

一般市 ①農地転用許可については、大臣許可・協議等の事務
処理に多大な時間や手間を要し、迅速性に欠けるため
支障があり、地域事情を把握している市町村に権限を移
譲すべきである。総合的な土地利用行政を担う観点か
ら、基礎自治体である市町村に権限を移譲すべきであ
る。
②現行の許可権限は、面積４ha超の農地にあっては「国
（農林水産大臣）」、４ha以下２ha超は、国の事前協議に
基づいて「都道府県知事」、２ha以下は「都道府県知事」
（権限移譲を受けた市町村は除く。）にある。これらすべ
ての許可権者を「市町村へ移行」する。

・支障となる手続きの現状と事例
開発計画を進めるためには、農用地区域からの除外（以下「農振除外」と標記。）の許可を受け、その後農
地転用の手続きを進めることとなることから、農地転用が許可される見込みがない事案については農振除
外の手続きが進められない。そのため、農振除外が必要な大規模な開発については、国、県との事前協
議を行い、除外相当と認められた後に農振除外の申請を行うこととなる。国との協議は非常に長期間を要
するため、開発計画の速やかな推進は困難である。

・迅速な事業推進の必要性
農家の後継者の住宅整備等小規模な開発に伴う転用についても、農振除外の手続きにおいて県との協
議に相当な時間を要し、後継者の定住に支障がある。

・地域の実情を踏まえた必要性
農地転用許可は、農用地区域の設定とともに優良農地を守る制度であると同時に、土地利用行政の一角
を占める制度である。地域事情を把握している基礎自治体が、土地利用行政を総合的に担っていく必要
があるという観点から、市町村に許可権限を移譲すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

飯田市 農林水産省 A　権限
移譲

農地法第４条及び第５条 農地転用許可権限の移
譲
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６【法務省】
（２）人権擁護委員法（昭24法139）
人権擁護委員の推薦（６条３項）については、事務の効率化に資する観点から、市町村議会へ
の意見聴取を推薦の都度行うのではなく、市町村の実情に応じて、一定期間に推薦されること
が予定されている委員候補者について一括して意見を聞くことも可能である旨、市町村に周知
する。

【法務省】地方分権改革に関する地方からの提案に対する対応につい
て（平成27年3月27日付け法務省人権擁護局総務課長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_15

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 18 09_土木・建
築

一般市 狛江市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

建築基準法第49条第２項
都市計画法第８条

特別用途地区の指定に
係る国の承認の報告化

用途地域等の制限緩和する場合、現状国の承認が必要
な手続きであるが、特別用途地区の指定について国へ
の報告とすることで、市の土地利用を有効活用できるよう
にする。

【制度改正の必要性】
市内において特別用途地区の手法を活用し、土地を有効に活用していきたいと考えている。
狛江市の玄関口である狛江駅北口は、再開発事業により駅前広場など整備されているが、南口について
は基盤の整備も進んでいない。
狛江駅の再開発事業を検討する中で、様々な手法が考えられる。都市計画事業として開発を行うことも１
つであるが、住民発意による地区計画の設定や特別用途地区を設定し商店を呼び込み、狛江独自のまち
づくりを推進することもできると考えている。

【制度改正の内容】
建築基準法第49条第２項の国土交通大臣の承認を規制緩和をしていただき報告とすることで、手続きの
時間を短縮し、地元住民との調整など市民との協働の時間に活用したい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 19 04_雇用・労
働

都道府県 愛知県 厚生労働省 A　権限
移譲

職業安定法第5条第3号
厚生労働省組織規則第762条

ハローワークの全面移管 全てのハローワーク（公共職業安定所）及び都道府県労
働局の職業安定部（ハローワーク業務の統括部門）の事
務・権限の都道府県への移譲

【制度改正の必要性】
職業安定法の目的（第１条）を一層推進するためには、産業振興、人材育成、福祉など、地域の実情に応
じた取組を推進している都道府県自身が、それらの施策と連携しつつ雇用施策を運用することが効果的
である。例えば、愛知県においては、県で造成した「産業空洞化対策減税基金」を活用した企業誘致や、
「アジアNo1航空宇宙産業クラスター形成特区」など、産業政策とリンクした積極的な職業紹介等を一体的
に実行することで、雇用政策をより効果的に推進できる。また、労働局は都道府県単位で設置されており、
ハローワークは受け皿の問題がなく、すぐに地方移管が可能。
【現行制度の支障事例】
国は、H25年12月の閣議決定で、現行制度上の取組（一体的実施、求人情報のオンライン提供等）を積
極的に進めるとしているが、これらに県が別途人員・予算を措置することで、二重行政が生じる懸念があ
る。
【懸念の解消策】
①雇用保険との財政責任と運営責任の不一致については、国が示す基準のもと、都道府県がこれまでと
同様に執行することは可能。
②職業紹介の全国ネットワークの維持は、国が全体のネットワークを維持し、都道府県は一定のセキュリ
ティーの基でアクセス許可を受けることで可能。
③全国一斉の雇用対策は、都道府県と厚生労働省との連絡調整により一体的実施は十分可能。
④ILO条約については、国が統一基準のもと、地方への地方自治法に基づく助言・勧告、是正指示を行
い条約の趣旨を満たすことは可能。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

・支障となる手続きの現状と事例
開発を進める場合、農振除外の申し出の審査対象には建物の平面図、立面図を整えることが必要にな
る。土地収用法に基づく開発計画でない限り、市町村の開発であっても同様の手続きが必要である。建設
に至るまでには、農振除外の審査及び許可と農地転用の審査及び許可の手続きが必要であり、例外規定
である宅地開発相当と判断されるまでに、最短でも１年程度の期間が必要になるため、定住希望者が計
画を断念するケースがある。

・迅速な事業推進の必要性
定住促進のための住宅や福祉施設等の整備により地域の活力維持と暮らしやすい環境づくりを進める必
要があり、地域事情を把握している基礎自治体である市町村は、国・県と協力して優良農地の確保や保
全・維持に努めつつ、迅速な事業推進を図っていく必要がある。

・地域の実情を踏まえた必要性
特に、中山間地域等では営農活動の条件が不利な農地が多く、過疎化による担い手不足、鳥獣害等によ
る農作物被害、農業経営の不安等による離農が多い。農地の条件不利な地域では、農業収入による生計
は非常に困難であり、中山間地域の危機的な状況を打開していくため、特に若年層の後継者、定住者の
確保のためには、就業の場と住居を確保をすることを第一に検討すべきである。若い定住者が将来的に
は、地域コミュニティの中心となり、農業の担い手となっていくことが期待できるものと考える。

・以上の理由により、農用地区域の設定や変更については、都道府県知事の同意を不要とする。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業振興地域の整備に関する
法律第８条

農業振興地域の整備に
関する法律に基づいた市
町村計画のうち、農用地
区域の設定・変更につい
ては、都道府県知事の同
意を不要とする

① 現行では、定住促進のための住宅をはじめ地域振興
や住民福祉のための公共施設の建設にあたっては、農
振除外審査及び許可と、農地転用の審査と許可が必要
であり、例外規定により開発相当と判断されるまで１年ほ
どの期間が必要となる。
②地域事情を把握している市町村が主体となって、定住
促進や安心して暮らせる環境づくり等住民福祉の向上を
進めるため、農用地区域の設定や変更については、都
道府県知事の同意を不要とする。

H26 17 02_農業・農
地

一般市 飯田市
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６　【国土交通省】
（１）建築基準法（昭25法201）
（ⅶ）以下に掲げる事務については、事務の迅速かつ円滑な執行に資するため、国土交通大
臣が認めた具体的な事例に関して、地方公共団体に情報提供を行う。
・特別用途地区内における地方公共団体の条例による建築基準法の制限緩
和（49条２項）
・地区計画等の目的を達成するために行う市町村の条例による建築基準法
の制限緩和（68条の２第５項）
・伝統的建造物群保存地区内における市町村の条例による建築基準法の制
限緩和（85条の３）

【国土交通省】建築基準法に基づく国土交通大臣の承認を得て、条例
により建築基準法の規定を緩和した具体的な事例について（技術的助
言）（平成27年12月24日付け国土交通省住宅局市街地建築課長通
知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_18

４【厚生労働省】
（１）職業安定法（昭22法141）及び労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の
保護等に関する法律（昭60法88）
公共職業安定所（ハローワーク）が行う無料職業紹介事業、地方公共団体が行う無料職業紹
介事業の指導監督並びに国以外の者が行う職業紹介、労働者の募集、労働者供給事業及び
労働者派遣事業の指導監督については、以下の方向性により見直す。
（ⅰ）国と地方公共団体が同一施設内で国の無料職業紹介事業と地方公共団体の業務を一
体的に実施する取組（一体的実施）、「ハローワーク特区」の取組、ハローワークの求人情報を
地方公共団体にオンラインで提供する取組など、ハローワークと地方公共団体との一層の連
携強化の取組を通じ、地方公共団体と一体となった雇用対策をこれまで以上に推進する。
（ⅱ）以上の取組の成果と課題を検証し、その結果等を踏まえ、これらの事務・権限の移譲等
について、引き続き検討・調整を進める。その際には、ＩＬＯ第88号条約との整合性、都道府県
を越えた職業紹介の適切な実施、雇用対策における機動性の担保、保険者の変更等雇用保
険財政の根本に関わる議論等に留意する。
（ⅲ）地方公共団体が行う無料職業紹介事業について、民間とは明確に異なる公的性格を持
つものであり、国に準ずるものとして法律上位置付けるなどの措置を講ずる。
（ⅳ）ハローワークの求職情報を地方公共団体に提供する取組を、平成27年度から開始する。

－ －－ － － －
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H26 21 06_環境・衛
生

都道府県 愛知県 厚生労働省 A　権限
移譲

水道法施行令第14条第1項 水道事業（給水人口５万
人超）の認可・指導監督
権限の移譲

給水人口５万人超の水道事業への認可及び指導監督事
務は、厚生労働大臣の権限とされているが、これを全て
都道府県知事に移譲すべき。

【支障事例】
水源の公正な配分、合理的配置等を考慮した水道事業の統合等による水道施設整備の要請が高まる中
で、給水人口５万人を超える水道事業者に対して県の権限が及ばないことは、県が水道事業の統合等を
視野に入れた働きかけを行う上で支障となっている。
【制度改正の必要性】
移譲を進めることにより、広域化の推進、事業者の利便性の向上、及び事業者に対する都道府県による迅
速かつきめ細やかな指導・監督の実施が期待される。
【愛知県内の水道事業者の認可権限について】（平成２６年４月１日現在）
大臣認可水道事業者　　３２事業体
県認可水道事業者　　１１事業体（簡易水道事業除く）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 22 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業省 A　権限
移譲

新産業集積創出基盤構築支援
事業委託要綱

産業クラスターの支援に
関する事務の都道府県
への移譲

「新産業集積創出基盤構築支援事業」の委託先の選定
事務等の権限及び財源の移譲

【制度改正の必要性】
次世代成長産業の育成・振興施策、地域産業の振興については、一定の集積地域が存在する地点を中
核として実施する必要があることから、全国的な視点が必要であるとしても、地方が実施することが必要で
ある。よって、産業クラスター集積促進の事業については、自由度を高めて都道府県に移譲すべきであ
る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 20 02_農業・農
地

都道府県 愛知県 農林水産省 A　権限
移譲

農地法4条1項、5条1項 農地転用許可（4ha超）権
限の移譲

農地の転用（4ha超）に関する許可権限を都道府県知事
に移譲する。

【制度改正の必要性】
農地転用に関する事務は法令に則って実施されていることから、地域の実情に精通した地方が大規模農
地の転用に関する事務を執行しても、無秩序な開発を招くとは考えにくい。国の許可権限の地方への移
譲や協議を廃止することで、審査期間の短縮が図られることを考慮すると地方で行う方が効果的な事務が
できる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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４【厚生労働省】
（７）水道法（昭32法177）
以下に掲げる事務・権限（厚生労働省の所管に係るものに限る。）については、広域化等を推
進する水道事業基盤強化計画（仮称）を策定した上で、業務の監視体制を十分に整える都道
府県であって、当該事務・権限の移譲を希望するものに対し、都道府県内で水利調整が完結
する水道事業等（都道府県が経営主体であるものを除く。）を対象に移譲する。
なお、都道府県内で水利調整が完結しない水道用水供給事業から受水する水道事業につい
ては、当該水道用水供給事業との事業統合を行うことを上記計画に盛り込んだ場合には移譲
対象とする。
（以下一部抜粋）
・水道事業の認可（６条１項）
・水道用水供給事業の認可（26条）
・水道事業及び水道用水供給事業に係る報告の徴収及び立入検査（39条１項）

－ － － － － －

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 23 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業省 対象外 なし 情報処理の促進に関す
る業務の都道府県への
移譲

地域の中小企業等によるITを利活用して経営革新、生
産性向上を図るための取組に対する支援事務の権限移
譲

【制度改正の必要性】
IT総合戦略本部の戦略である世界最先端IT国家創造宣言において、基盤構築に係る部分は全国的な視
点で行うことが必要と認識するが、地方の中小企業等へのIT利活用促進の取組に関しては、基盤構築で
はなく利用であるため、地域ごとに地場産業のカテゴリーが異なるなど、それぞれに特化した施策が必要
と考える。例えば製造業においても輸送機器が盛んな地域においては機械系の設計ツールやそれを連
携したシステムの活用が必要であり、観光業に力を入れたい地域においては地域資源を広く周知するた
めのツールやシステムの活用が必要となる。ゆえに、地域の実情に精通した地方自治体が最適なIT利活
用となるよう施策を行うべきである。

－

H26 24 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業省 A　権限
移譲

中小企業のものづくり基盤技術
の高度化に関する法律第4条、
第5条
戦略的基盤技術高度化支援事
業公募要領・交付金交付要綱

ものづくり高度化支援に
関する事務の都道府県
への移譲

研究開発計画の認定業務（申請受付、認定、計画変更
対応等）
「戦略的基盤技術高度化支援事業」執行業務（公募／採
択、契約、事業管理、確定等）
「戦略的基盤技術高度化支援事業」等のフォローアップ
及び成果普及
地域中小企業者及び関係者を対象とした「中小ものづく
り高度化法」や「戦略的基盤技術高度化支援事業」への
改善要望受付や相談業務 等の権限移譲

【制度改正の必要性】
平成26年2月には、最新技術の動向を踏まえ、健康・医療、環境・エネルギーなど需要側産業の視点に
立った「特定ものづくり基盤技術高度化指針」に改正されたところであるが、地場産業振興、地域資源の活
用など、地域振興の視点が欠けている。そこで、中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律の
目的に「地域振興」を加え、都道府県に権限を移譲して、地域のニーズに合った事業を実施すべきであ
る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 25 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業省 A　権限
移譲

中小企業の新たな事業活動の
促進に関する法律第11条、第12
条
中小企業・小規模事業者連携
促進支援補助金（新連携支援
事業）要綱

新連携支援に関する事
務の都道府県への移譲

地域における関係機関との案件発掘等に係る調整
新事業活動促進法による事業計画認定・承認に係る事
務
補助金の交付・確定に係る事務の権限移譲

【制度改正の必要性】
事業の目的が、分野を異にする事業者が有機的に連携し、その経営資源を有効に組み合わせて、新事
業活動を行うことにより新たな事業分野の開拓を図ることであることから、地方が地域の中小企業のニーズ
に基づくきめ細かい支援を行うことが必要である。全国的な視点があるとしても地域振興に関するものであ
ることから、自由度を高めて都道府県に交付すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 26 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業省 A　権限
移譲

中小企業地域資源活用促進法
第6条、第7条
小規模事業者等JAPANブランド
育成・地域産業資源活用支援
補助金（地域産業資源活用支
援事業）交付要綱

地域産業資源活用事業
計画の認定権限等の都
道府県への移譲

地域における関係機関との案件発掘に係る調整
地域資源活用促進法による事業計画認定に係る事務
補助金の交付・確定に係る事務の権限移譲

【制度改正の必要性】
事業目的は、中小企業が、地域固有の産業資源を活用し、新事業展開を図ることを支援するものであるの
で、地方が地域資源の指定から事業計画の認定まで地域の中小企業のニーズの基づくきめ細かい支援
を行うことが必要である。全国的な視点があるとしても地域振興に関するものであるから、自由度を高めて
都道府県に交付すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 27 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業
省、農林水
産省

A　権限
移譲

中小企業者と農林漁業者との連
携による事業活動の促進に関す
る法律第4条、第5条
中小企業・小規模事業者連携
促進支援補助金　農商工等連
携対策支援事業要綱

農商工連携に関する事
務の都道府県への移譲

地域における関係機関との案件発掘等に係る調整
農商工等連携促進法による事業計画認定・承認に係る
事務
補助金の交付・確定に係る事務の権限移譲

【制度改正の必要性】
事業の目的が、農林漁業者と商工業者等が通常の商取引関係を超えて協力し、お互いの強みを活かし
て新商品・新サービスの開発、生産等を行い、需要の開拓を行うことであることから、地方が地域の中小企
業のニーズに基づくきめ細かい支援を行うことが必要である。全国的な視点があるとしても地域振興に関
するものであることから、自由度を高めて都道府県に交付すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

４【経済産業省】
（14）中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律（平18法33）
法４条３項に基づき認定された特定研究開発等計画に基づく特定研究開発等に対する補助
等（戦略的基盤技術高度化支援事業）については、国と都道府県の連携強化を図るため、都
道府県における相談事務の強化を目的とした公募前の情報提供及び意見交換を行うととも
に、都道府県に対し、交付決定等に係る情報提供を行う。

【経済産業省】「平成26年の地方からの提案等に関する対応方針」の
閣議決定を受けた対応について（平成27年2月6日付け中小企業庁技
術・経営革新課事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_24

４【経済産業省】
（10）中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律（平11法18）
（ⅱ）異分野連携新事業分野開拓計画の認定（11条１項）については、国と都道府県の連携強
化を図るため、都道府県に対し、事業実施主体から提出された当該計画の認定に関する情報
提供を行う。

【経済産業省】中小企業新事業活動促進法に基づく異分野連携新事
業分野開拓計画の認定に係る都道府県との情報共有等について（平
成27年2月25日付け中小企業庁経営支援部創業・新事業促進課長事
務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_25

４【経済産業省】
（15）中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律（平19法39）
（ⅰ）地域産業資源活用事業計画の認定（６条１項）については、国と都道府県の連携強化を
図るため、都道府県に対し、事業実施主体から提出された地域産業資源活用事業計画に係
る情報提供を、原則として経済産業局に事前相談があった段階で行うとともに、各経済産業局
が設置している評価委員会に関係都道府県が構成員として参画し、認定の判断に主体的に
関与できることなどを、平成26年度中に通知する。その上で、都道府県への権限移譲につい
ては、平成29年度までの法施行状況を検証し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
（ⅱ）地域産業資源活用事業計画の認定事業者に対する補助（地域産業資源活用支援事業）
については、国と都道府県の連携強化を図るため、都道府県に対し、支援要件等の公募に関
する情報提供を行う。あわせて、都道府県が自ら支援を行う案件を優先的に採択するなどの
措置を講ずる。

－ － 【経済産業省】中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促
進に関する法律に基づく地域産業資源活用事業計画の認定に係る都
道府県との情報共有等について（平成27年2月27日付け中小企業庁
経営支援部創業・新事業促進課長事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_26

中小企業庁経営支援部創業・新事業
促進課

４【農林水産省（９）】【経済産業省（18）】
中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律（平20法38）
（ⅰ）農商工等連携事業計画の認定（４条１項）については、都道府県に対し、事業実施主体
から提出された当該計画の認定に関する情報提供を行うとともに、法認定取得後の事業化状
況について都道府県と連携して事業化に向けた指導及び助言を行うなど、都道府県との連携
強化を図る。
（ⅱ）農商工等連携事業計画の認定事業者に対する補助（農商工等連携対策支援事業）につ
いては、国と都道府県の連携強化を図るため、都道府県に対し、支援要件等の公募に関する
情報提供を行う。

【農林水産省】【経済産業省】
農商工等連携事業を促進するために行う国及び都道府県の連携の強
化について（平成27年3月11日付け農林水産省食料産業局産業連携
課長、中小企業庁経営支援部創業・新事業促進課長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_27
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年

H26 28 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業省
（中小企業
庁）

A　権限
移譲

産業競争力強化法第127条、第
128条

中小企業再生支援に関
する事務等の都道府県
への移譲

支援業務を行う認定支援機関（中小企業再生支援協議
会等）の業務運営の適正化や監督業務の権限移譲

【制度改正の必要性】
25年3月の中小企業金融円滑化法の終了を踏まえ、今後、地域における中小企業の経営改善・事業再
生・業種転換等の支援の重要性が高まるものと考えており、地方自治体に権限移譲することで、より一層
実効性のある施策展開が図られるため。（ただし財源付与を条件とする）
また、下記の理由等から２５年６月の全国知事会でも地方自治体への移譲を求めている。
「国の支援基準に沿って再生支援を行うことから地域ごとに異なる運用となる余地はほとんどないこと」、
「知見の集約や情報共有は国でなくても十分可能であること」、「債権者として直接貸付や債務保証をして
いることから債権放棄には利益相反を生じることにもなるが、債権放棄は適正な手続きがあれば地方自治
体としても対応せざるを得ず、地方自治体が行う認定支援機関の認定や監督には影響がないこと」

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 29 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業省 A　権限
移譲

商店街の活性化のための地域
住民の需要に応じた事業活動
の促進に関する法律
第4条から第7条及び第12条、第
13条
地域商業自立促進事業要綱

地域商店街活性化に関
する事務の都道府県へ
の移譲

「地域商店街活性化に関する法律」の業務のうち、「地域
コミュニティの担い手」として行う、
「商店街活性化や支援に関する事務」の権限移譲

【制度改正の必要性】
本県は毎年１８０近い商店街等に対して各種支援を行い、商店街等の現状を熟知している。本県が当該
事務の実施主体となることにより、県の持つ情報やネットワークを活用した円滑で効果的な事業計画及び
執行を行うことができる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 30 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業省 A　権限
移譲

小規模事業者等JAPANブランド
育成・地域産業資源活用支援
補助金（地域産業資源活用支
援事業）交付要綱

ＪＡＰＡＮブランド育成支
援事業の事務の都道府
県への移譲

地域における関係機関との案件発掘等に係る調整
補助金の交付・確定に係る事務の権限移譲

【制度改正の必要性】
事業の目的が、複数の中小企業等が連携して、世界に通用するブランド力の確立を目指す取組みに要
する経費の一部を補助することにより、地域中小企業の海外販路の拡大を図るとともに、地域経済の活性
化及び地域中小企業の振興に寄与することであることから、地方が地域の中小企業のニーズに基づくき
め細かい支援を行うことが必要である。全国的な視点があるとしても地域振興に関するものであることか
ら、自由度を高めて都道府県に交付すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 31 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業省 A　権限
移譲

中心市街地活性化に関する法
律第40条、第41条
中心市街地再興戦略事業費補
助金交付要綱

中心市街地の活性化に
関する事務の都道府県
への移譲

「中心市街地の活性化に関する法律」の業務のうち、「特
定民間中心市街地活性化事業計画の認定事務」と「中
心市街地再興戦略事業費補助金」の交付事務の権限移
譲

【制度改正の必要性】
特定民間中心市街地活性化事業計画の認定事務については、法に規定する基本計画はすでに国が認
定済みであり、特定民間中心市街地活性化事業計画の認定はその事業計画の範囲内であるから地方に
任せるべきである。これまでのところ支障となる具体的事例はないが、法改正が実施されたことにより基本
計画策定件数が増加することも想定されるため、都道府県による地域の実情に応じた事務処理がより効率
的である。また、事業者への利便性の確保や迅速な事業執行の確保の観点から、市町村の現場に近い
都道府県が認定を行うことが適当かつ効果的と考える。
他方、国認定基本計画に位置づけられた個別事業については、都道府県が地域の実情に応じて補助ス
キームを定め、財政支援することがより効果的である。そして、中心市街地再興戦略事業費補助金の交付
事務は、地域の実情に応じた視点が必要であり、市町村の基本計画を存知し、市町村及び地域と緊密に
連携する都道府県での実施が効率的である。
具体的な実施方法は、財源移譲を受けた上で、都道府県の単独補助事業として実施する。すなわち、都
道府県が個別事業計画を認定し、市町村と一体となった財政支援を実施する。また、都道府県は市町村
に対して補助を行う。（間接補助を想定）

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 32 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業省 A　権限
移譲

対内投資等地域活性化立地推
進事業費補助金要綱

企業立地促進に関する
事務の都道府県への移
譲

企業立地促進に関する補助金等の権限移譲 【制度改正の必要性】
企業立地促進に関する事務については、国際競争力を有する企業を中核として産学官連携による産業
集積の形成及び活性化に向けた取組を行っており、全国的な視点があるとしても、地域の強みを活かすこ
とにより当該地域から我が国全体の産業競争力強化に資する産業発展が期待できることから、自由度を
高めて、都道府県に企業立地促進に関する補助金（対内投資等地域活性化立地推進事業費補助金）等
の権限移譲及びそれに伴う財源の交付をすべき。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

４【経済産業省】
（19）商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促進に関する法律（平21
法80）
（ⅰ）商店街活性化事業計画の認定（４条１項）及び商店街活性化支援事業計画の認定（６条
１項）については、国と都道府県の連携強化を図るため、都道府県に対し、事業実施主体から
提出された当該計画に係る情報提供を、原則として経済産業局に事前相談があった段階で行
うとともに、意見聴取を行う。
（ⅱ）商店街活性化に対する補助（地域商業自立促進事業）については、国と都道府県の連
携強化を図るため、都道府県に対し、支援要件等の公募に関する情報提供を行う。あわせ
て、事業への地方公共団体による関与の強い案件を優先的に採択するなどの措置を講ずる。

【経済産業省】「平成26年の地方からの提案等に関する対応方針」の
閣議決定を受けた対応について（平成27年2月27日付け中小企業庁
商業課事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_29

４【経済産業省】
（23）ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業
国と都道府県の連携強化を図るため、都道府県に対し、事業実施主体から提出された補助金
事業計画に係る情報提供を行うとともに、当該計画について意見聴取を行う。

【経済産業省】ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業に係る都道府県との連
携強化について（平成27年2月25日付け中小企業庁経営支援部創業・
新事業促進課長事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_30

４【経済産業省】
（８）中心市街地の活性化に関する法律（平10法92）
民間事業者等が特定民間中心市街地活性化事業計画や中心市街地活性化に対する補助
（中心市街地再興戦略事業費補助金）等を活用する際に、都道府県に対する事前の情報提
供や都道府県としての意見表明など積極的な関与を促すため、中心市街地活性化協議会に
都道府県が参加することが可能であることについて、地方公共団体に周知する。

【経済産業省】都道府県への周知文 https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_31

４【経済産業省】
（16）企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律（平19
法40）
法５条５項に基づき同意された基本計画に基づく事業に係る施設等整備に対する補助につい
ては、国と都道府県の連携強化を図るため、採択に当たって関係地方公共団体の意見を踏ま
えることを公募要領に明記するなど、地方公共団体との連携がより強化される仕組みを構築す
る。

【経済産業省】平成27年度地域新成長産業創出促進事業費補助金
（戦略産業支援のための基盤整備事業）公募要領

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_32
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H26 33 09_土木・建
築

都道府県 愛知県 内閣府、国
土交通省

対象外 道路法施行規則
（一般国道の指定区間を指定す
る政令 の制定又は改廃の立案
の基準）
第1条の2

直轄道路の事務・権限の
移譲

平成25年12月の「事務・権限の移譲等に関する見直し方
針（閣議決定）」に基づき、直轄道路の事務・権限の移
譲、及び直轄事業のあり方について、適切な見直しを行
うこと。

【制度改正の必要性】
直轄道路の移譲に伴う財源措置について、所要の法整備を行った上で確実に措置するとともに、個別協
議において合意に至らなかった路線についても、引き続き移管に向けた検討を進められたい。
なお、国と地方の役割分担や社会資本を巡る状況変化を踏まえ、国際拠点空港と高規格幹線道路を直
結する道路（西知多道路）など、直轄事業のあり方についても、適切な見直しを行われたい。

－

H26 34 10_運輸・交
通

都道府県 愛知県 国土交通省 A　権限
移譲

道路運送法4条、9条、11条等
地域公共交通確保維持改善事
業費補助金交付要綱第2編第1
章に係る補助金

旅客自動車運送事業（バ
ス・タクシー事業）の許認
可等の地方運輸局から
都道府県への移譲
地域公共交通確保維持
改善事業費補助金（バス
路線維持に限る）による
助成事務の地方運輸局
から都道府県への移譲

旅客自動車運送事業に関する許認可等の事務・権限及
び地域公共交通確保維持改善事業費補助金（バス路線
維持に限る）による自動車運送事業に対する助成につい
て、地方運輸局から都道府県に移譲する。

【制度改正の必要性】
バス事業の許認可事務及びバス路線の維持に係る助成措置・運用の基準算定は国がその役割を担って
おり、具体の事務は地方運輸局において処理されている。地域住民の足を確保するためのバス路線の確
保について、地方の実情に応じた運行維持対策を講じるためには、本来地方がその役割を果たすべきで
あると考えられ、そのために必要な権限と財源を一括して県に移譲すべきである。
なお、移譲にあたっては、地域の交通ネットワークの形成に関する主体的な取組を可能とするよう自動車
運送事業に対する助成も含めて、自治体、事業者等地域の関係者の適切な役割分担の下で、その実効
性を高める新たな制度的枠組の構築をした上で、権限の移譲を行うこと。また、運送事業の許認可等は、
法的に様々なケースが想定され専門的な知識や経験を有する職員の育成をする必要があることから、移
譲にあたっては、ノウハウの継承、人材育成支援など人的支援の円滑な業務移譲のため必要な財源措置
等を確実に講じていただきたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 35 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 愛知県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

国土利用計画法第9条第1項 土地利用基本計画の策
定義務の廃止

都道府県に対する土地利用基本計画の策定の義務付
けを廃止する。

【制度改正の必要性】
土地利用基本計画は、五地域の範囲を示した地形図（以下「計画図」という）と土地利用の調整に関する
事項を示したもの（以下「計画書」という）で構成されており、国土利用計画法（以下「法」という。）第９条第
１項において、都道府県による策定が義務付けられている。この土地利用基本計画は、国土利用計画（全
国計画及び県計画）を基本とするとされており、計画書はその内容を反映させているにすぎず、この点、国
土利用計画があれば十分と言える。また、計画図については、個別規制法との一体性が確保されることが
重要とされているが、実態としては、個別規制法による地域・区域に合わたものにすぎないため、個別に計
画図として作成する意義は乏しい。このため、全国的にも「後追い計画」との批判が多い。
なお、本県では、個別の土地開発事業等に関する具体的な土地利用については、要綱設置した土地利
用に関する庁内の会議（愛知県土地対策会議）において、部局を跨って審議することにより、個別規正法
の総合調整を図っており、土地利用基本計画によらず、個別規正法の総合調整機能を果たしている。
【支障事例】
以上のように、本県においては、土地利用基本計画を策定する意義は乏しいが、計画の策定及び変更、
管理（審議会にかける必要のない１ha未満の計画図変更についても、絶えず、個別規制法による諸計画
に合わせて修正していかなければならず、修正件数は年間100件以上ある。）にあたり、多大な事務量が
生じている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 36 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 愛知県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

国土利用計画法
第39条第4項、第7項

土地利用審査会委員の
任命・解任に係る議会の
同意の廃止

実情に即した審議会運営を行うため、都道府県知事が
行う土地利用審査会委員の任命・解任に当たって、都道
府県の議会の同意を不要とする。

【制度改正の必要性】
土地利用審査会については、私人の土地取引を規制する権限を有し、国民の財産権の制約に関してき
わめて大きな影響力を持つため、その任命・解任については都道府県の議会の同意が必要とされてい
る。しかしながら、実際に、土地取引に関して都道府県知事の許可が必要となる規制区域については、制
度創設以後、指定された区域は存在せず、議会同意を必要とする理由はない。また、国土利用計画法と
関連の深い、都市計画法に基づく「開発審査委員会」などにおいて、議会同意が義務付けられていないこ
とと比べると、他の審議会との均衡を失している。
【現行制度の支障事例】
議会同意に係る事務手続きは５カ月程度要し、長期間の事務処理負担を強いられる上、任期途中で欠員
が生じた場合、議会同意の制約により迅速な任命・解任が困難なため、審査会において適切な土地利用
目的の審査ができず、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 37 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 愛知県 農林水産省
（林野庁）

B　地方
に対する
規制緩和

森林法第６条第５項 地域森林計画に係る農
林水産大臣の協議、同
意の廃止

都道府県が定める地域森林計画に係る農林水産大臣の
協議、同意を廃止すべき。

【制度改正の必要性】
森林法第６条第５項の規定による大臣協議、同意については、全国的な政策目標を定めている全国森林
計画における伐採立木材積、造林面積、間伐立木材積、保安林整備の計画量について、林野庁が算出
した割当量を都道府県に強いるシステムとなっており、県が森林計画区の実情に基づく計画量を掲げるこ
とが困難となっている。協議については、技術的助言の機会として許容できるが、同意規定については廃
止すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

４【国土交通省】
（７）地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平19法59）及び道路運送法（昭26法
183）
平成26年11月20日に施行された地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改
正する法律（平26法41）により、地方公共団体が先頭に立って、まちづくりと連携して、持続可
能な公共交通ネットワークを実現するための新たな枠組みが整備されたことを踏まえ、地域公
共交通網形成計画等を作成する意欲のある地方公共団体に対し、計画作成のノウハウや知
識・データを提供し、個別に相談に対応するなど、地域の取組の効果が十分発揮されるよう、
環境整備を進める。

６【国土交通省】
（14）国土利用計画法（昭49法92）
（ⅰ）土地利用基本計画（９条）については、運用の実態を把握した上で論点を整理し、必要な
措置を講ずる。

６【国土交通省】
（14）国土利用計画法（昭49法92）
（ⅲ）土地利用審査会（39条10項）については、委員任期の延長や審査会開催方法の簡素化
など事務負担の軽減について、地方公共団体に情報提供を行う。

４　【農林水産省】
（４）森林法（昭26法249）
（ⅰ）都道府県知事の地域森林計画に係る農林水産大臣への同意を要しない協議（６条５項）
に関し、当該計画の内容のうち、委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施、森林施業の
共同化その他森林施業の合理化に関する事項（５条２項５号の２）に係る協議については、見
直す方向で検討し、森林・林業基本計画の変更（森林・林業基本法（昭39法161）11条７項）に
合わせて結論を得る。
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【支障事例】
法令に規定はないが、協議に先立つ事前相談が慣例となっており、その分、審査期間に遅れが生じてい
る。
【制度改正の必要性】
農地転用に関する事務は法令に則って実施されていることから、地域の実情に精通した地方が大規模農
地の転用に関する事務を執行しても、無秩序な開発を招くとは考えにくい。国の許可権限の地方への移
譲や協議を廃止することで、審査期間の短縮が図られることを考慮すると地方で行う方が効果的な事務が
できる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農地法附則2項 2ha超4ha以下の農地転
用許可に係る農林水産
大臣への協議の廃止

同左H26 38 02_農業・農
地

都道府県 愛知県
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４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。



21 / 528 ページ

年別
管理
番号

関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容分野
提案団体
の属性

提案
団体

年

H26 40 02_農業・農
地

都道府県 愛知県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業振興地域の整備に関する
法律第３条第４号、地域資源を
活用した農林漁業者等による新
事業の創出等及び地域の農林
水産物の利用促進に関する法
律第５条第８項

農家レストランの農用地
区域内設置の容認

収穫体験や農業体験により都市住民を集客する農産物
の生産施設に併設される農家レストラン等について、農
振法の農業用施設とし、農地法においても農地転用の
許可相当とする。

【現状】
農家レストランは、農振法上の農業用施設として認められていないため、農振農用地区域内への設置が
できず、収穫体験や農業体験など、都市住民を集客する農産物の生産施設と併設し、同一敷地内で多様
なサービスを展開する上で支障となっている。
【支障事例】
いちごの収穫体験（いちご狩り）を営んでいる農家が、利用者の増大に対応するため、新たに農用地区域
内農地を借りて収穫体験施設を増設することとした。その際、所得の拡大や利用者サービスの向上を図る
べく、自家及び地域の農産物を用いた農家レストランを同一敷地内に併設しようとしたが、農家レストラン
は農業用施設に該当しないとして認められなかった。
【制度改正の必要性】
主として同一市町村内で生産される農畜産物又はそれを原材料として製造･加工したものの提供を行う農
家レストランについては、農業用施設とするよう要件を緩和することで、農業者が当該施設を農用地区域
内に設置することが可能となる。これにより、農業者等の所得向上および農業の6次産業化が推進される。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 41 03_医療・福
祉

都道府県 愛知県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

医療法第30条の４第２項、第５
項、第６項
医療法施行令第５条の２、第５
条の３
医療法施行規則第30条の30、
第30条の31、第30条の32
医療法第30条の４第２項第11号
に規定する療養病床及び一般
病床に係る基準病床数の算定
に使用する数値等（昭和61年厚
生省告示第165号）

基準病床数を算定する
際の加減算の容認

基準病床数の算定方法を都道府県独自の加減ができる
ようにする。

【現状】
基準病床数は全国一律の算定方法が定められており、基準病床数を超える地域では特殊な病床に該当
する場合のみ、厚生労働大臣に協議をした上で病床を整備できる。
【支障事例】
国が定める規制のため、高度医療を提供するための病床や、がん、緩和ケアに係る病床など地域に必要
な病床が基準病床超過を理由に整備困難となっている。
【制度改正の必要性】
医療法施行令第５条の２及び第５条の３における厚生労働大臣協議を廃止し、地域の実状に応じて都道
府県が基準病床数を独自に加減算可能とすることで、基準病床数を超えている地域でも、高度医療を提
供するための病床や、がん、緩和ケアなど地域医療のニーズに応じた病床を整備することが可能となり、
地域住民の生命と安心の確保につながる。
なお、増床は無秩序な増床ではなく、医療従事者の偏在を招かない程度の地域に真に必要とされる最低
限度の増床を想定している。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 39 02_農業・農
地

都道府県 愛知県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農業振興地域の整備に関する
法律
第4条、第5条

農業振興地域整備基本
方針に係る農林水産大
臣の協議、同意の廃止

都道府県が農業振興地域整備基本方針を定める際に
は、農振法により、基本方針のうち「確保すべき農用地等
の面積の目標その他の農用地等の確保に関する事項」
と「農業振興地域として指定することを相当とする地域の
位置及び規模に関する事項」については農林水産大臣
に協議し、その同意を得なければならないことになってい
るが、この条項を廃止する。

【支障事例】
平成22年の県基本方針の策定に際し、当初、県で算定した目標値は基準年比で98％であった。これは、
農業県であると同時に工業県でもある本県は都市と農村が近接しており、都市的土地需要が大変高い地
域である等、本県の実情を踏まえた上で、政策努力も加味して設定した数値である。
しかし、国は、基準年比102％と設定した国の目標を全国一律にあてはめようとし、102％ありきの議論に終
始し、最終的に、当県の実情にそぐわない100％という目標値とすることで、基本方針変更の同意が得られ
ることとなった。
【制度改正の必要性】
平成22年の国の基本指針変更に伴う県の基本方針変更の際には、国の確保すべき農用地区域内農地
面積の目標に沿うことを求められ、県の実情にそぐわない目標面積とせざるを得なかった。地域の実情に
即した、県の自主的・主体的な取組を阻害することのないよう、大臣協議、同意は廃止する。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html



22 / 528 ページ

URL

国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

６　【農林水産省】
（９）農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農家レストランの農用地区域内への設置については、事務・権限の移譲等に関する見直し方
針について（平成25年12月20日閣議決定）に基づき、国家戦略特別区域制度の下でその活
用事例について、可能な限り速やかに効果を検証し、全国に適用することを検討する。
　なお、地域再生法の一部を改正する法律（平26法128）において、農家レストランを含む六次
産業化に資する施設等の整備について、農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関
する法律における農地転用許可及び農用地区域の変更基準等の特例を措置したところであ
り、当該特例措置について、地方公共団体に周知する。

＜令２＞
【農林水産省】
（12）農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
（ⅰ）耕作又は養畜の業務を営む者が設置し自己の生産する農畜産物
等を提供する農家レストランについては、省令を改正し、農業用施設と
して位置付け、農用地区域内での設置を可能とする。
［措置済み（農業振興地域の整備に関する法律施行規則の一部を改正
する省令（令和２年農林水産省令第13号））］

今般、国家戦略特別区域制度の下での活用
事例の検証結果を踏まえ、特区省令と同一の
要件を満たす農家レストランについて、農業
振興地域の整備に関する法律（昭和44年法
律第58号）における農業用施設として位置付
け、全国での設置を可能とするため、農業振
興地域の整備に関する法律施行規則（昭和
44 年農林省令第 45 号）の一部を改正した。

【農林水産省】地域農林水産業振興施設を整備する事業の実施に関
するガイドライン等について（平成27年３月11日付け農林水産省農村
振興局長通知）
【農林水産省】「農業振興地域制度に関するガイドラインの制定につい
て」の一部改正について（平成28年３月30日付け（農林水産省）農村
振興局長通知）
【農林水産省】農業振興地域の整備に関する法律施行規則の一部を
改正する省令（令和2年農林水産省令第13号）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_40

農林水産省農村振興局農村政策部
農村計画課

６【厚生労働省】
（３）医療法（昭23法205）
（ⅰ）医療計画に定める基準病床数制度（30条の４第２項12号）については、都道府県におけ
る地域医療構想の策定・運用状況を共有しつつ、今後の医療需要の増大や地域ごとに異なる
実情を踏まえた医療提供体制の在り方について検討を進める。

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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提案
団体

年

H26 42 03_医療・福
祉

都道府県 愛知県 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

高齢者の医療の確保に関する
法律、第9条第1項、第11条第1
項、第12条第1項

都道府県医療費適正化
計画の策定義務の廃止

都道府県医療費適正化計画の策定義務及び当該計画
に係る評価（中間年度、最終年度）を廃止すべき。

【現状】
当該計画においては、「医療費適正化を推進することによる計画期間における医療に要する費用の見通
しに関する事項」を定めることが義務付けられているが、その算定を都道府県が独自で行うことは技術的
に困難であるため、国から提供される推計ツールにより一律に行われている。
【支障事例】
「医療費適正化を推進することによる計画期間における医療に要する費用の見通しに関する事項」の医療
費の算定には、推計ツールにおいて「メタボリックシンドローム該当者・予備軍の減少率」と「平均在院日数
の短縮」に係る数値を用いる必要があり、したがってこの２項目について計画において目標として記載せざ
るを得ない状況となっている。
また、医療に要する費用の見通しについては、厚生労働省から提供される各種データ、推計ツールを用
いて算定していることから、進捗状況について把握、管理することが現実的に不可能であり、義務化するま
での必要性は考えられない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 43 05_教育・文
化

都道府県 愛知県 文部科学省 対象外 学校教育法
第108条
第122条
第132条

高等学校専攻科卒業生
の大学への編入学の制
度化

高等学校専攻科卒業生の大学への編入学に係る法的
制約を撤廃すべき。

【制度改正の必要性】
産業の伝統を継承し、さらに発展させていくためには、専攻科でより高度な知識、技術・技能を身に付けた
者が大学へ編入し、より専門的に研究をすることのできる環境を整えることが不可欠である。

－

H26 44 05_教育・文
化

都道府県 愛知県 文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

公立義務教育諸学校の学級編
制及び教職員定数の標準に関
する法律
第7条第2項、第15条
公立義務教育諸学校の学級編
制及び教職員定数の標準に関
する法律
施行令第2条、第5条

市町村立学校の教職員
の加配要件の見直し

市町村立学校の教職員の加配について、実態に即した
配置が行えるよう、加配要件の大括り化を行うべき。

【制度改正の必要性】
加配教職員定数は、施行令において加配要件が定められており、これに基づき加配要件ごとの定数が都
道府県別に決められている。しかしながら、学校が抱える課題は様々であり、課題解決に必要となる教職
員定数は、市町村や都道府県など、地域によって大きく変わるところであるが、加配要件ごとに定数が決
められていることにより、必要な定数が措置できないものもある。
【支障事例】
例えば、少人数指導に係る加配定数は、ほぼ小中学校全校に配置できるものの、特別支援教育に関する
定数等は必要数に満たないような場合、配分された加配定数全体の中で加配要件の枠を超え、より地域
の実態に即して学校へ配置できるよう調整することができない。また、近年課題となっている、通常学級に
在籍する発達障害などの児童生徒への対応や、職務遂行能力を十分に発揮できない職員（事務職員等）
への対応など、既存の加配要件では対応が困難な課題も増加している。
【求める措置内容】
このようなことから、現行の加配要件に縛られずに、学校や市町村が抱える個々の課題に柔軟な対応がで
きるよう、加配要件の大括り化が必要である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 45 07_産業振
興

都道府県 愛知県 経済産業省 B　地方
に対する
規制緩和

企業立地の促進等による地域に
おける産業集積の形成及び活
性化に関する法律
第5条 第1項

企業立地促進法に基づく
産業集積の形成又は活
性化に関する基本的な
計画に係る国の同意協
議の見直し

地域産業活性化協議会の関係法令に関わる地方支分
部局への意見聴取、協議内容の報告等による事務の迅
速化

【支障事例】
国との協議や意見の調整に時間を要し、迅速な企業立地の支障となっている。
【制度改正の必要性】
地域の特性・強みを活かした企業立地を通じて地域産業の活性化を目指す法律の考え方によれば、都道
府県と市町村等が協議して策定する「基本計画」に国の同意を義務付ける必要はない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 46 09_土木・建
築

都道府県 愛知県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

河川法
第79条第2項1号

二級河川の河川整備基
本方針等に係る国土交
通大臣への協議の廃止

県が管理している二級河川の河川整備基本方針及び河
川整備計画については、国土交通大臣の同意を要する
協議が必要とされているが、この協議を廃止することによ
り、円滑な事務手続の進行を図る。

【現状】
二級河川の管理は知事が行うこととされており、この二級河川については河川整備基本方針を定めるとと
もに、当該基本方針に即して河川整備計画を定めなければならないこととされているが、基本方針等を定
め、又は変更しようとする場合は、あらかじめ国土交通大臣に協議してその同意を得なければならないこと
とされている。
【制度改正の必要性】
河川整備基本方針等は、その記載内容が法令に規定されていること（河川法施行令10条、10条の2、10
条の3）に加え、学識経験者の意見聴取（法16条の2第3項）、公聴会の開催（法16条の2第4項）、関係市
町村長の意見聴取（法16条の2第5項・令10条の4第1項）を経て、知事が河川管理者としての権限と責任
において策定するものであって、その内容が、十分に地域の意向を反映するとともに専門的知見に裏付
けられたものであることに鑑みれば、国の同意を必要とする現制度は、単に手続を迂遠なものとするのみ
ならず、県の自主性を阻害するものである。　県管理河川においては、延長や流域面積が小さい水系が
数多く存在し、また事業の進捗に応じ適宜変更が必要となる。実務においては、現在のところ１水系あたり
３～４ヶ月程度の審査期間を要しているが、６ヶ月以上の期間を要したものもあり、策定水系数が増えると、
事前協議や審査に要する期間が長期化する懸念がある。
【求める措置内容】
県の主体的な判断と地域のニーズに対する迅速な対応を可能とするため、この同意を要する協議を廃止
することとし、仮に国に対して何らかの情報提供が必要であるとしても、報告程度に留めるよう制度改正さ
れたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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６【経済産業省】
（10）企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律（平19
法40）
基本計画及びその変更に係る同意（５条１項及び６条１項）については、同意を得るまでの時
間の短縮を図るため、事前審査・事前協議を原則行わないこととするとともに、法定協議に当
たっての留意事項を取りまとめ、地方公共団体に情報提供を行う。

【経済産業省】企業立地の促進等による地域における産業集積の形
成及び活性化に関する法律に基づく基本計画の同意に係る手続の取
り扱い及び留意事項について（平成27年2月10日付け経済産業省経
済産業政策局地域経済産業グループ立地環境整備課長事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_45

６　【国土交通省】
（11）河川法（昭39法167）
（ⅱ）二級河川における河川整備基本方針又は河川整備計画を定め、又は変更しようとする場
合の国土交通大臣への同意を要する協議（79条２項）については、当該協議の迅速化を図る
ため、技術的知見、先行事例等の情報提供を継続的に行うなど、国と地方公共団体の連携強
化を図る。

【国土交通省】
河川整備基本方針等の同意等に係る協議の迅速化について（平成27
年3月12日付け国土交通省水管理・国土保全局河川計画課河川計画
調整室長事務連絡）
河川整備基本方針等の作成にあたって参考となる先行事例等につい
て（平成27年3月12日付け国土交通省水管理・国土保全局河川計画
課河川計画調整室課長補佐事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_46
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H26 47 10_運輸・交
通

都道府県 愛知県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

港湾法第2条第6項 港湾施設に係る国土交
通大臣認定の廃止

港湾区域と臨港地区を外れて整備される港湾施設にお
いて、国が、港湾計画策定時又は補助採択時に建設を
了承したものは大臣の施設認定は適用除外とすべき。

【現状】
港湾施設は、港湾法第２条第５項の規定で、港湾区域（いわゆる水域）及び臨港地区内に存することが要
件となっている。このため、同条第６項で、「港湾区域及び臨港地区内にないものについても、国土交通大
臣が港湾管理者の申請によって認定したものは、港湾施設とみなす」と規定されている。（施設認定）
【支障事例について】
別紙のとおり
【制度改正の必要性】
港湾事業で設置する施設は港湾施設とみなされることが必要であるが、事業スケジュール的に施設認定
を得る時間がない場合も想定されるが、認定を受けるまでに事前審査を含め約２～３ケ月を要することと
なっている。このため、港湾計画又は補助採択時に国が建設を了承した施設については、施設認定を適
用除外することとすれば、事業の円滑化に大きく寄与するものと考えられる。
 ＜適用除外すべきと考える理由＞
現在、港湾施設の整備にあたり、港湾区域及び臨港地区に納めることができない場合は、港湾管理者とし
ては施設認定で対応せざるを得ないが、事業スケジュール的に施設認定を得る時間がない場合も想定さ
れるのが実情である。港湾計画上で位置づけがなされた区域や補助事業認可申請において、港湾計画、
補助申請をもって施設認定を兼ねることとすれば、事業の円滑化に寄与するものと考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 48 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 愛知県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

公有水面埋立法第27条第3項、
第29条第3項

埋立地の権利移転等・用
途変更に係る都道府県
知事の許可に係る国土
交通大臣の協議の廃止

港湾管理者は、背後の都市計画との整合性等地域の実
情に応じた港湾行政を行っており、また、埋立地の有効
かつ適切な利活用の促進の観点から、用地の売却・貸
付についても迅速に対応する必要があり、公有水面の埋
立地に関する国土交通大臣の協議は廃止すべき。

【制度改正の必要性】
公有水面埋立法第27条第3項において、都道府県知事（港湾管理者）が権利移転等に係る許可をすると
きに、同法第29条第3項において、都道府県知事（港湾管理者）が用途変更に係る許可をするときに、そ
れぞれ国土交通大臣に協議することが定められている。しかしながら、昨今の経済事情においては、企業
が埋立地を取得するにあたってのあり方が多様化してる上、経営判断が迅速化しているため、一刻も早い
許可を求められている。すでに標準ガイドラインが示されており、これに則した厳正な審査を港湾管理者が
行うことで、期間の短縮化が図られその企業ニーズに応えることができ、なおかつ埋立地を有効に利活用
をしていくことができる。
【事情変更（現行制度の支障事例）】
企業との交渉端緒において、通常の契約行為に要する期間とは別に、4か月（大臣協議1月とその事前調
整3月）が必要であることを説明すると、調達コストの見通し・出店計画など経営判断に時間を要することに
なり、進出をためらう要因となっている。標準ガイドラインのなお書きでは、この期間の柔軟な対応が可能と
されているが、企業のリスク管理としては４か月を見込む必要がある。
また、外資系企業の進出事例が増加傾向にあり、同協議による保留条件を付けた契約に難色を示され
る。さらに、港湾利用としての埋立地の取得形態が多様化しており、様々な企業提案スキームに対して、
港湾管理者として機動的に個別的判断が必要な事例もある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 49 10_運輸・交
通

都道府県 愛知県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

港湾法第58条第3項 埋立地の権利移転等・用
途変更に関する処分制
限期間等短縮に係る国
土交通大臣の協議の廃
止

港湾管理者は、背後の都市計画との整合性等地域の実
情に応じた港湾行政を行っており、また、埋立地の有効
かつ適切な利活用の促進の観点から、用地の売却・貸
付や用途変更にも迅速に対応する必要がある。そのた
め、本特例措置を適用しようとする場合における、国土交
通大臣の協議を廃止すべき。

【制度改正の必要性】
港湾法第58条第3項において、港湾管理者が国土交通省令で定める事項を告示し、処分制限期間を短
縮するときは、あらかじめ国土交通大臣に協議しなければならないとされている。しかしながら、昨今の経
済事情においては、企業が埋立地を取得するにあたってのあり方が多様化してる上、経営判断が迅速化
している。すでに標準ガイドラインが示されており、これに則した厳正な審査を港湾管理者が行うことで、そ
の企業ニーズに応え、埋立地を有効に利活用をしていくことができる。
【事情変更（現行制度の支障事例）】
標準ガイドラインによると4か月（大臣協議1月とその事前調整3月）を要することとされており、なお書きで
は、この期間の柔軟な対応が可能と記載されているものの、低未利用地の活性化を促進し、臨海部の活
性化に資する迅速かつ柔軟な対応を行うためには、判断材料を欲する企業に対して時機を逸する原因と
なる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 50 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 愛知県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市計画法第6条第１項 都市計画法の規定に基
づく地域の実情に応じた
基礎調査の実施

都道府県はおおむね５年ごとに都市計画に関する詳細
な基礎調査を行うこととされているが、そもそも地域が主
体的なまちづくりを進めるに当たって必要となる調査は、
地域の実情に応じて実施されるべきである。
このため、都市施設の位置、利用状況及び整備の状況、
土地利用等の5年間で大幅な変化が生じない調査項目
については「必要があると認めるとき」に実施する旨の規
程に改めるべき。

【現状】
おおむね5年に1回の人口や建物の立地状況等の調査が義務づけられている。
【支障事例】
例えば、本県では、5年をかけて全調査項目を実施しており、毎年50,000千円程度の調査費を要してい
る。
【求める措置内容】
しかし、5年間で大幅な変化が生じない調査項目（市街化調整区域内の都市施設や土地利用等）もあるこ
とから、地域の実情にあわせ、必要に応じた調査期間の選択及び実施が可能となるよう、調査項目によっ
ては地域の実情に応じた調査期間の選択が可能となるよう基礎調査の実施方法を見直すべきである。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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H26 51 09_土木・建
築

都道府県 愛知県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

道路法
第30条第3項

道路構造基準の条例委
任適用範囲の拡大

第１次一括法の適用により、道路構造基準の一部を地域
において定められることとなったが、この基準は都道府県
道又は市町村道のみに適用されるもので、都道府県が
管理する指定区間外の国道には適用されない。道路管
理者の一体的な道路管理促進の観点からも、都道府県
が管理する指定区間外の国道についても適用すべき。

【制度改正の必要性】
都道府県道と指定区間外国道の同一管理者が２つの構造基準を使用することは、業務の煩雑化を招くと
ともに、地域の責任の判断による、より魅力ある道路空間の形成や地域の実状に応じた道路整備、管理の
支障となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 52 09_土木・建
築

都道府県 愛知県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

道路法
第45条第2項

道路標識設置基準の条
例委任適用範囲の拡大

第１次一括法の適用により、道路標識設置基準の一部を
地域において定められることとなったが、この基準は都道
府県道又は市町村道のみに適用されるもので、都道府
県が管理する指定区間外の国道には適用されない。道
路管理者の一体的な道路管理促進の観点からも、都道
府県が管理する指定区間外の国道についても適用すべ
き。

【制度改正の必要性】
都道府県道と指定区間外国道の同一道路管理者が２つの設置基準を使用することは、業務の煩雑化を
招くとともに、地域の責任の判断による、より魅力ある道路空間の形成や地域の実状に応じた道路整備、
管理の支障となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 53 09_土木・建
築

都道府県 愛知県 国土交通省 対象外 道路整備特別措置法　第10条
第1項、第4項、第12条第1項、
第6項、第13条第1項、第15条第
1項、第4項

地方道路公社が管理す
る有料道路の料金、徴収
期間等に係る国土交通
大臣の許可（認可）制か
ら届出制への変更

地域の実情に応じた道路事業の推進のため、地方道路
公社が管理する都道府県道等の有料道路の料金及び
料金徴収期間等について、道路管理者が直接管理する
有料道路と同様に柔軟に設定できるよう、国土交通大臣
の許可（認可）制を届出制とすべき。

【制度改正の必要性】
第２次一括法により都道府県等が直接管理する有料道路については、条例に基づく管理運営が可能とな
り、国土交通大臣への届出のみで足りることとされた。地方道路公社が管理する都道府県道等の有料道
路についても、生活対策・観光施策など地方の裁量で、地域の実情に応じた整備・管理・運営ができるよ
う、許可（認可）制を届出制に変更すべきである。

－

H26 54 10_運輸・交
通

都道府県 愛知県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

道路運送法第78条第1項第2
号、道路運送法施行規則第49
条第1号、2号、第51条の2第1号
等、市町村運営有償運送の登
録に関する処理方針について
（H18.9.15自動車交通局長通
達）、過疎地有償運送の登録に
関する処理方針について
（H18.9.15）

市町村運営有償運送（交
通空白輸送）の路線を定
める義務の廃止又は過
疎地有償運送の主体に
市町村を追加ならびに自
家用有償運送（市町村運
営有償運送及び過疎地
有償運送）の用途に旅行
者の輸送を追加

過疎地域における市町村運営有償運送の交通空白輸
送について、路線を定めなくとも可能とする。
過疎地有償輸送について、実施主体に市町村を追加す
る。
また、用途に旅行者の輸送を追加する。

【制度改正の必要性】
市町村運営有償運送については、デマンド輸送の場合でも、基本となる路線を定める必要がある。そのた
め、事務が煩雑であるとともに、点在する住宅の高齢者に対して弾力的なドア・ツー・ドアのサービスを行う
ことができない。また、路線を定める必要がない過疎地域有償運送については、運営主体は「特定非営利
活動法人等」とされており、市町村が主体となることができない。過疎地域においては、健常な高齢者向け
にドア・ツー・ドアのサービスを行いたいが、採算性の問題等で商工会などの参入が見込めない場合、市
町村が主体となることも検討する必要がある。また、利用者は当該地域内の住民等に限定されているが、
自家用車を持たない旅行者にも過疎山村を訪れていただく機会を増やすため、運行が限られる土日の路
線をカバーできる仕組みを検討する必要がある。
【求める措置内容】
ついては、交通手段の限られた過疎地域において、市町村運営有償運送について、路線を定めたくとも
可能とするか、又は過疎地有償運送の対象に市町村を追加する必要がある。また、自家用有償運送（市
町村運営有償運送及び過疎地有償運送）用途に旅行者の輸送を追加する必要がある。これにより高齢者
等に対するきめこまかな対応を実現するとともに、誘客の可能性を広げることができる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 55 10_運輸・交
通

都道府県 愛知県 国土交通省 対象外 道路運送法第82条第1項 過疎地域における市町
村運営有償運送（交通空
白地域）による貨物運送
の容認

一般乗合旅客自動車運送事業者に限って認められてい
る旅客の運送に付随した貨物の運送を、過疎地域にお
ける市町村運営有償運送（交通空白地域）に拡大する。

【現状】
過疎地域における市町村営バスについては、乗車人員も限られていることから乗車スペースに空きがある
のが現状である。
【制度改正の必要性】
この空きスペースを活用して、生活物資や農作物等を有償で運搬することにより、効率的な運行と運行財
源の確保が可能となる。

－
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－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

６【国土交通省】
（３）道路運送法（昭26法183）
自家用有償旅客運送の旅客の範囲（施行規則49条）については、市町村の区域内に営業所
を有するバス・タクシー事業者等による地域外からの旅行者へのサービスの提供が困難である
ことが確認されている等の一定の条件を満たす場合には、これら旅行者の運送も可能とするよ
う拡大する。

【国土交通省】
道路運送法施行規則及び旅客自動車児童運送事業等報告規則の一
部を改正する省令案新旧対象条文

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_54

－ － － － － －
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H26 56 11_その他 都道府県 愛知県 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

公職選挙法第202条、第203条、
第206条及び第207条

市町村選挙における争
訟手続の見直し

市町村が管理執行する選挙における異議の申出におい
て市町村選挙管理委員会の決定に不服のある者が、直
ちに市町村選管を被告として、裁判所に訴訟を提起する
ことができるよう、公職選挙法を改正されたい。

【現状】
市町村の自治事務である市町村長又は議会議員の選挙に係る選挙無効及び当選無効の訴えについて
は、市町村選管に対する異議の申出（公選法202①、206①）、都道府県選管に対する審査の申立て（公
選法202②、206②）を経て、都道府県選管の裁決に不服がある場合は、都道府県選管を被告として高等
裁判所に訴訟を提起することができる（公選法203、207）こととなっている。
【制度改正の必要性】
都道府県選管が審査庁として介在し、また、市町村の選挙に係る訴えであるにも関わらず都道府県選管
が被告となることは、都道府県の知事又は議会議員の選挙に係る同様の訴えにおいて都道府県選管へ
の異議申出の後、直ちに都道府県選管を被告として出訴できることと比較して不均衡であり、市町村の自
主・自律の観点から、このような制度は見直されるべきである。
【支障事例】
なお、平成18年5月に執行された愛知県内の市議会議員補欠選挙における事例では、選挙の効力を争う
異議申出に対する市選管の決定を経て、県選管に対し審査申立がなされ、最終的には平成19年3月の最
高裁の判決をもって選挙の無効が確定した。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 57 01_土地利
用（農地除
く）

都道府県 愛知県 総務省、農
林水産省、
国土交通省

B　地方
に対する
規制緩和

過疎地域自立促進特別措置法
第5条第4項

過疎地域自立促進方針
に係る関係大臣の協議、
同意の廃止

県が過疎地域の自立促進に関する基本的な事項や産業
の振興、観光の開発、交通通信体系の整備などに関す
る基本的な事項について定めた「過疎地域自立促進方
針」を策定する際には、あらかじめ総務大臣、農林水産
大臣および国土交通大臣に協議し、同意を得ることとさ
れているが、この同意を要する協議を廃止し、方針策定
後の関係大臣への提出制度に改める。

【現状】
過疎地域自立促進特別措置法第5条第4項によると、「都道府県は、自立促進方針を定めようとするとき
は、あらかじめ、総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣に協議し、その同意を得なければならない。
この場合において、総務大臣、農林水産大臣及び国土交通大臣は、同意をしようとするときは、関係行政
機関の長に協議をするものとする」と定められている。
【支障事例】
自立促進方針の策定に際しては、大臣の同意を得るために、2ヶ月以上を要し、調整に時間を要してい
る。この方針に基づき、市町村は「過疎地域自立促進市町村計画」を策定することになるため、市町村は
方針策定を待たねばならず、厳しいスケジュールでの策定を強いられている。
【制度改正の必要性】
同意協議を廃止することにより、都道府県及び市町村がスムーズに事務を行うことができるようになる。
【求める措置内容】
ついては、地方の主体性を尊重し、国の関与を見直し、手続きの簡素化を図るべく、過疎地域自立促進
方針に係る関係大臣の同意を要する協議は廃止すべきである。
なお、過疎地域自立促進特別法と同様の趣旨で制定されている山村振興法に基づく「山村振興基本方
針」に関する国への協議はすでに廃止されている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 58 10_運輸・交
通

都道府県 千葉県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

地域公共交通確保維持改善事
業費補助金交付要綱第２条第１
項第１号、第２項、第３条第１
項、第５項、第７５条、第７７条

ノンステップバス導入に
係るバリアフリー化設備
等整備事業補助金にお
ける計画策定の義務付け
の廃止

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に
より、路線バス事業者等がノンステップバス導入のために
バリアフリー化設備等整備事業補助金を受ける場合に
は、国や地方公共団体、学識経験者等で構成する協議
会での議論やパブリックコメント等を経て「生活交通ネット
ワーク計画」又は「生活交通改善事業計画」を策定するこ
とが都道府県等に義務付けられているが、この計画の策
定義務を廃止すること。また、これに伴い、協議会に課せ
られている補助対象事業の評価事務も廃止すること。

【制度改正の経緯】
平成２３年３月に地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱が制定され、路線バス事業者等が
ノンステップバス導入のためにバリアフリー化設備等整備事業補助金を受ける場合は、国や地方公共団
体、学識経験者等で構成する協議会での議論やパブリックコメント等を経て「生活交通ネットワーク計画」
又は「生活交通改善事業計画」を策定することが都道府県等に義務付けられた。また、導入計画の変更
や補助金の追加募集の場合なども同様の手続きを経て計画を変更する必要があり、地方公共団体にとっ
て大きな事務負担となっている。
【支障事例及び制度改正の必要性】
ノンステップバスの導入はバリアフリー化の推進に必要なものであり、これまで協議会やパブリックコメント
においても反対意見等は出ていない。また、実際の補助額は導入費用の１割未満であり、導入計画は事
業者の経営判断によるところが大きいのが実情であることから、協議会での議論やパブリックコメントを実施
する有意性は低いと考える。
さらに、当該補助制度は、平成２３年度から赤字バス路線の補助金などと統合され、他のメニューと同様に
計画策定が義務付けられたが、統合前の公共交通移動円滑化設備整備費補助金では計画策定は不要
であったという経緯もある。
これらのことから、ノンステップバスの導入など協議会での議論等が不適当な補助金については計画の策
定義務を廃止すること。また、これに伴い、協議会に課せられている補助対象事業の評価事務も廃止する
こと。
なお、本県では当該補助金のみに係る協議会は書面開催とするなど事務負担の軽減を図っているが、計
画策定の義務付け自体を廃止すべきと考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 60 01_土地利
用（農地除
く）

その他 関西広域連合 国土交通省 A　権限
移譲

国土形成計画法第９条（広域地
方計画）、第10条（広域地方計
画協議会）

国土形成計画法に基づく
広域地方計画の策定権
限の移譲

国土形成計画法に基づく広域地方計画の策定権限につ
いて、関西広域連合のような府県域を越える広域行政組
織への移譲を求める。
また、権限の移譲がなされるまでの当面の措置として、広
域地方計画協議会への参画等を通じてその意見が反映
されることを併せて求める。

現在は、個別に広域地方計画協議会に参画している構成府県・政令市の意見を踏まえ計画が策定され
ているが、その意見は地方において広域的に意見調整されたものではなく、必ずしも地方の側にとって地
域ニーズを十分に反映できるしくみとはなっていない。関西広域連合であれば、既に防災、観光・文化振
興、産業振興、医療、環境保全などの広域事務や関西全体の利害調整を図るための取組を推進している
ことから、構成府県・政令市と密接に連携しながら、また、市町村や各種団体、地域住民の声を幅広く聞き
ながら計画策定に取り組むことができ、関西地域内で意見調整され、地域の実情を踏まえた広域地方計
画の策定が可能である。
地方分権の観点から、府県域を越える広域行政組織において地方自らが地域間の意見調整等を積極的
に行い、主体的に企画・立案することで、市町村や関係団体等の意見も踏まえ、住民目線にたった地域
ニーズを反映した広域的なプロジェクトの効率的・効果的な実施が可能となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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６【総務省】
（５）公職選挙法（昭25法100）
市町村の議会の議員又は長の選挙及び当選の効力に係る争訟手続（202条、203条、206条
及び207条）については、市町村選挙管理委員会の決定に不服のある者が、直ちに市町村選
挙管理委員会を被告として訴訟を提起できることとすることについて検討し、その結果に基づ
いて必要な措置を講ずる。

６【総務省（８）】【農林水産省（13）】【国土交通省（17）】
過疎地域自立促進特別措置法（平12法15）
都道府県が策定する過疎地域自立促進方針に係る関係大臣への協議については、その迅速
化を図るため、事前協議と正式協議の手続の一本化について検討を進め、平成27年中に結
論を得る。

【総務省】【農林水産省】【国土交通省】
過疎地域自立促進方針の協議及び過疎地域自立促進市町村計画等
の提出について（平成27年5月15日付け総務省自治行政局過疎対策
室）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_57

６【国土交通省】
（20）地域公共交通確保維持改善事業費補助金
　（ⅱ）バリアフリー化設備等整備に対する補助については、ノンステップバスの導入台数を削
減する場合等について、手続を簡略化する。

－ － － － － －
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H26 61 09_土木・建
築

その他 関西広域連合 国土交通省 A　権限
移譲

道路法第12条（国道の新設又は
改築）、第13条（国道の維持、修
繕その他の管理）、河川法第9
条（一級河川の管理）等（道路
法、河川法等に基づく、直轄国
道及び直轄河川に係る整備等
に関する計画、工事及び管理の
実施等に係る部分）

複数都道府県に跨がる
直轄国道・河川に係る権
限の移譲

昨年12月20日の政府の「事務・権限の移譲等に関する
見直し方針について」の閣議決定を受けて、直轄国道・
河川の権限移譲について、国土交通省地方整備局と都
道府県及び政令市との個別協議が再開され、協議が
整ったものについては、移譲が進められることとされてい
る。
しかしながら、今回の権限移譲は、同一府県内に起終点
がある区間やバイパスの現道区間などに限定されてお
り、移譲先も単独の都道府県及び政令市のみとなってい
る。
複数の都道府県に跨がるものについて、関西広域連合
など、広域行政組織等への移譲を求める。

道路・河川のインフラ整備等については、国土交通省地方整備局と都道府県及び政令市がそれぞれ事
業を実施していることから総合的な対応が困難な状況であるが、関西広域連合であれば、防災、観光・文
化振興、産業振興、医療、環境保全など広域行政を現在推進しており、構成府県・政令市と一体的に事
業を実施することで、圏域内の市町村や各種団体、地域住民の声を幅広く聞きながら、従来の縦割り行政
にとらわれない、より地域の実情に応じた総合的な施策展開が可能となる。
また、国による直轄事業では、住民から距離があるため、その意向が反映されにくいが、地方が事業を実
施することで、地域住民(議会)の関心やチェック機能も高まり、その民意を反映しやすいものとなるととも
に、許認可に係る事務も含めて道路や河川に関する窓口を一元化することで、地域住民や民間事業者の
利便性が向上する。
地域の実情を踏まえた地方分権改革の取組をさらに進めるために、災害時の対応等を含めた国と地方と
の適切な役割分担を考慮しながらも、複数の都道府県に跨がる直轄国道・河川についても可能な限り移
譲を実現することで、防災、観光・文化振興、産業振興、医療、環境保全と連携した総合行政の観点か
ら、住民目線にたった地域ニーズを反映した効率的・効果的なまちづくりが可能となる。
全国知事会の意見（平成25年11月14日、「直轄道路・河川の権限移譲に伴う財源措置について(案)」に
対する意見）で言及されているように、複数の都道府県に跨がるものについて広域での移譲を進めるた
め、財源措置等を含めて、その受入体制の枠組みづくりの検討が必要であり、具体の移譲に当たっては、
所要財源の確保、人員・資機材の移管が前提となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 62 10_運輸・交
通

その他 関西広域連合 国土交通省
（観光庁）

A　権限
移譲

「観光圏の整備による観光旅客
の来訪及び滞在の促進に関す
る法律」第８条第３項（観光圏整
備実施計画の認定）

観光圏整備実施計画の
認定に係る事務・権限の
国から広域連合への移
譲

観光圏整備実施計画の認定に係る事務・権限（広域連
合の構成府県市が実施主体である観光圏整備事業は除
く）について、広域連合への移譲を求める。
また、広域連合による認定を受けた団体等が、従来の国
の認定と同様に、国の特例措置の支援（旅行業法の特
例等）が受けられること及び補助事業「観光ブランド確立
支援事業」の補助対象者となることを求める。

関西広域連合は、関西地域をエリアとする広域観光に取り組んでおり、観光圏の整備においては、各構
成府県市が行う観光圏整備事業を広域的視点で捉え、関西全体を「日本の顔」となる国際観光エリアとし
てそれぞれの観光圏を効果的に整備し、有機的に結びつけて周遊型に国内外の観光客を誘致するな
ど、広域連合が認定において主体性を発揮することにより、国際観光エリア「KANSAI」のブランド確立と創
意・工夫に基づく効果的な観光地整備を行うことができる。
現行の観光庁の認定は、全国的見地から一元的に実施するため、関西など一定エリア内における複数の
観光圏相互の連携や効果的な誘客など、エリア全体の最適化の視点が弱い。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 63 03_医療・福
祉

その他 関西広域連合 厚生労働省 A　権限
移譲

健康保険法第65・66・68・71・
73・78・80・81条
国民健康保険法第41・45条の２
高齢者の医療の確保に関する
法律第66・72条　等

保険医療機関の指定・指
導権限の地方厚生局か
ら広域連合への移譲

健康保険法等に基づく「保険医療機関の指定・指導権
限」について、関西広域連合のような府県域を越える広
域行政組織への移譲を求める。

【制度改革の必要性】
今後大きな課題となる「2025年」問題への対応として、「社会保障制度改革」の中で、地域で必要な医療の
確保に向けて「地域医療ビジョンの策定」「病床の機能分化」等について、地方分権の観点から、今こそ、
地方が主体的に医療体制のあり方を考える時期を迎えている。
こうした状況下において、地方が、その地域における必要な医療を確保していくためには、医療提供体制
の整備について、積極的に関わっていくシステムづくりが必要となる。
【提案内容及び効果】
「医療法人の認可・指導監督」、「病院の開設許可等の権限」を有する府県との緊密な連携が図れるととも
に、事務執行体制の集約化により、高度で専門的な事務執行が可能となる「広域連合」（まずは、府県域
を越える唯一の意思決定機関「関西広域連合」）において、「保険医療機関の指定・指導権限」を受け、地
方において効果的な「医療提供体制の確保」及び行財政の効率化を図ることを目指す。
また、現状において、診療報酬に関する個別指導の実施率が十分ではないとの指摘があり、責任ある広
域行政主体が実施することにより、ガバナンスの効いた適正な個別指導の実施により、医療費の適正化に
向けた動きとなる。
【調整が必要な事項】
保険医療機関の指定等については、高度な専門知識が必要となるため、保険医療業務に精通した医師、
歯科医師及び専門官等の人材及び事務費にかかる財源を確保する必要がある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 64 06_環境・衛
生

その他 関西広域連合 経済産業
省、環境省

A　権限
移譲

特定家庭用機器再商品化法第
15条,第16条,第27条,第28条,第
52条,第53条

特定家庭用機器再商品
化法に基づく権限の広域
連合への移譲

特定家庭用機器再商品化法に基づく報告・立入検査・
指導・助言および勧告・命令に係る事務・権限の広域連
合への移譲を求める（事業所が複数ある場合はそのすべ
てが広域連合の区域内にある場合に限る。）

３Ｒ等に関する消費者への啓発は各府県・市町村が実施し、法律上再生利用・再資源化の責任を負う事
業者への指導は国が行っているため、一連の施策としての連携が取りにくい状況にある。
事業所が一の府県の区域を越えて存在する場合は、事務・権限を広域連合へ移譲することにより、事務の
効率化を図ることができる。また、各府県・市町村の３Ｒ等への取組との連携が可能となる。
なお、事務・権限の移譲にあたっては財源、人材等の移管が前提となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

４【経済産業省（９）】【環境省（４）】
特定家庭用機器再商品化法（平10法97）
小売業者又は製造業者等に対する指導、助言、勧告、命令、報告徴収及び立入検査につい
ては、関係する審議会において都道府県等から意見聴取を行いつつ、実施主体や国の関与
等の在り方を含めた的確な執行の在り方について、原則として平成27年中に検討を行い、そ
の結果に基づいて必要な措置を講ずる。

【経済産業省】家電リサイクル法に基づ く再商品化等施設に係る情報
の提供等について（平成28年11月30日付け環境省大臣官房廃棄物・
リサイクル対策部企画課リサイクル推進室、経済産業省商務情報政
策局情報通信機器課環境リサイクル室事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_64
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H26 65 06_環境・衛
生

その他 関西広域連合 環境省 A　権限
移譲

自然公園法第10条、第20条、第
21条、第22条、第33条、第34
条、第35条

国立公園に係る管理権
限の移譲

国と地方の二重行政を解消し、行財政の効率化を図ると
ともに、関西広域連合で取り組んでいる山陰海岸ジオ
パークの推進など、関係府県にまたがる広域施策を展開
する上で想定される事業の調整や意思決定、必要な環
境整備に迅速に対応するため、国立公園内における｢許
認可｣及び｢施設整備･維持管理｣の権限について、環境
省本省が有する大臣権限を除き、一部、権限移譲を求め
る。

自然公園法に基づく国立公園内の許認可及び施設整備に関する事務・権限について、国と各府県の二
重行政を改め、行財政の効率化を図るとともに、山陰海岸ジオパーク内における関係施策の一元化を図
り、弾力的かつ迅速な施策展開を行うことができるよう、権限移譲を求める。
１．許認可事務
・特別保護地区内における行為の許認可などについては、標準的な処理期間が１～３ケ月程度かかるな
ど、各府県とも事務処理に時間を要している現状がある。
・権限移譲により、広域的に行う調査やイベント、看板整備等の許認可について一括対応、処理の迅速化
が期待される。
２．施設整備
・現在は、環境省の地方事務所が各府県の要望を取りまとめて順位付けし本省への要求を行っているが、
自然歩道の災害復旧事業において県が求める復旧ルートが認められず単県費での対応を余儀なくされ
た事例(鳥取県)や、過去に補助を受け整備した施設の再整備が認められなかった事例(兵庫県)など、地
域の実情に即していない場合が見受けられる。
・これを一括して関西広域連合が担うことで、ジオサイト（地形地質などジオパークを特色づける見学場所
や拠点施設）の特性やニーズに沿い、広域的な視点で整備案件を優先順位付けることが可能となり、地域
の実情に応じた重点的な環境整備への対応が期待される。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 66 11_その他 その他 関西広域連合 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

地方自治法第291条の２第４項 広域連合が国に移譲を
要請できる事務の範囲の
拡大

地方自治法において、広域連合が国に移譲を要請する
ことができる事務は、広域連合に密接に関連する事務に
限定されているが、同法の規定を改正し、「当該広域連
合の事務に密接に関連する」を削除し、幅広い事務の移
譲を要請できる仕組みの構築を求める。

関西広域連合は、関西２府５県における広域行政を担う責任主体として平成22年12月に設立された。設
立から３年以上が経過し、７つの広域事務を始めとした課題に、構成団体が一丸となって取り組んできた。
今後更なる広域行政に取り組むため、直轄道路、河川の管理権限の移譲など、国が実施している様々な
事務・権限について移譲を求めようとしている。
しかし、当該規定により移譲を求めることができる事務は、関西広域連合が現在担っている事務と密接に
関連する事務に限定されることから、地方自治法に基づく国への事務移譲の要請ができない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 67 11_その他 その他 関西広域連合 総務省 B　地方
に対する
規制緩和

地方自治法第291条の３第２項 広域連合の規約変更手
続きの弾力化

地方自治法において、広域連合が規約変更を行うにあ
たっては、総務大臣許可を受ける際に、国の関係行政機
関の長との協議が必要とされているが、同法を改正し、協
議を廃止し報告にかえるなど規約変更手続きを弾力化
することを求める。

規約変更を行う場合、総務大臣の許可が必要となるが、総務大臣許可の際には関係行政機関の長への
協議が必要となっている。

当該協議には相当の期間を要し、その間、広域連合が処理する広域行政課題への的確かつ迅速な対応
に支障が生じるおそれがあるため、協議を廃止し報告にかえるなど、規約変更手続きを弾力化する必要
がある。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 68 01_土地利
用（農地除
く）

町 酒々井町 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

都市計画法第１９条第３項 町村の都市計画の決定
に関する都道府県の同
意の廃止

都市計画法第１９条第３項において都市計画の決定に
あっては、市は協議しなければならないとあり、町村にお
いては都道府県知事の同意を得ることとなっていることか
ら、町村における知事同意の廃止を求めるものである。

【制度改正の必要性】
都市計画法第１９条第３項において都市計画の決定にあっては、町村は都道府県知事の同意（市は協
議）を得ることとされている。
都市計画法第１９条第３項は、平成２３年のいわゆる「一括法」に基づき改正されたが、市や町村が同様の
行政課題や地域の諸問題に取り組む中で、一括法の目的が「地域の自主性の強化や自由度の拡大」を
図るものであるにもかかわらず、一律に町村のみ除外され同意が必要とされている。
本町は、町域が小さい（１９．０２ｋ㎡）ことから人口規模は、２１,４７９人（５月１日現在）であるが首都圏近郊
整備地帯に属し、昭和４２年に都市計画区域（区域区分は昭和４５年）となり、これまで、都市計画道路、下
水道及び土地区画整理など各種都市計画事業を行い、都市計画に関わる行政経験は十分あり、適切な
判断を行うことが可能である。
※（全国には本町より人口規模の小さな市が２４ある。）
これらのことから、本町の自主性を高め、併せて効率的なまちづくりを進めるため、町村の都市計画の決定
に関する都道府県知事の同意の廃止を提案するものである。

【具体的な支障事例】
現在、民間活力の活用も見据えた町独自の地区計画の導入を検討しているが、現行では、県作成の地区
計画策定に関するガイドラインにおいて全県的に統一した運用が求められていることなどから、町独自の
立地特性を活かした都市計画決定が難しくなっている。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

６　【国土交通省】
（12）都市計画法（昭43法100）
（ⅳ）町村の都市計画の決定又は変更に係る都道府県知事への同意を要する協議（19条３項
（21条２項で準用する場合を含む。））については、制度の運用実態等を調査し、その結果等
を踏まえて検討し、平成27年中に結論を得る。

＜令元＞
５【国土交通省】
（18）都市計画法（昭43法100）
町村の都市計画の決定又は変更に係る都道府県知事への同意を要す
る協議（19条３項（21条２項で準用する場合を含む。））については、同
意を廃止する。

「地域の自主性及び自立性を高めるための改
革の推進を図るための関係法律の整備に関
する法律（令和２年法律第41号）」が令和２年
６月10日付けで公布・施行され、町村の都市
計画の決定又は変更に係る都道府県知事へ
の同意を要する協議（19条３項（21条２項で準
用する場合を含む。））について、同意が廃止
された。

【国土交通省】都市計画運用指針の改正について（令和２年６月10日
付け国土交通省都市局長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_68

国土交通省都市局都市計画課
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H26 70 09_土木・建
築

一般市 草津市 国土交通省 A　権限
移譲

住宅地区改良法第２９条第１
項、公営住宅法第４４条第１項

改良住宅の譲渡処分に
必要となる国の承認権限
を都道府県へ移譲

①耐用年を経過した改良住宅の承認権限の移譲
公営住宅法施行令第12条に規定する耐用年を経過した
改良住宅について、公営住宅法第44条第１項中「国土
交通大臣」を「都道府県知事」に改める改正を行う。この
改正により、国土交通大臣の承認権限がなくなるため
に、当該承認権限を地方整備局長に委任している公営
住宅施行規則第24条第３項の規定を削除する改正を行
う。なお、改良住宅には、住宅地区改良法第29条第１項
で公営住宅法第44条が準用される。
②耐用年を経過した改良住宅への国の関与の確保
改良住宅等管理要領（昭和54年５月11日建設省住整発
第６号）第16第９項（改良住宅の用途廃止に関する規定）
のように、改良住宅の譲渡が完了したことの報告をもって
国の関与があったものとする。

【制度改正の必要性】
草津市では、これまでのところ改良住宅の譲渡の実績がないことから本市における支障事例はないもの
の、まもなく耐用年を迎える改良住宅の譲渡に着手する予定である。
ただ、改良住宅の譲渡に向けての事前協議を滋賀県に申し入れてから国土交通大臣の改良住宅の譲渡
の承認を得るまでに４か月から５か月を要するとする他市の事例を確認しており、４か月から５か月もの長
期間の事務手続き中に、改良住宅の譲渡を受けようとする者の気が変わり、譲渡を受けることを取りやめて
しまうことを危惧している。
この危惧を解消する方法として、承認権限を国土交通大臣から都道府県知事に移すことにより、都道府県
との事前協議から国土交通大臣の承認を得るまでの期間を短縮する方法が考えられる。

【制度改正の効果】
期間が短縮されれば、譲渡を受けようとする者が譲渡を受けることを取りやめるおそれが低減し、譲渡がよ
り推進されやすくなる。
また、耐用年を過ぎた改良住宅は、補助事業の目的を一定果たしており、国の関与が弱められることに合
理性があると考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 73 02_農業・農
地

都道府県 山梨県 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

農地法第４条及び第５条
（平成２４年３月２８日付け（２３農
振第２５０８号）農水省通知、平
成２５年３月３１日付け（２４農振
第２６５７号）農水省通知）

農地の法面や畦畔に太
陽光発電パネルを設置
する場合の許可期限の
延長

農地の法面や畦畔に太陽光発電パネルを設置する場合
の許可は、一時転用が認められており、許可から３年後
には一旦撤去し、再度許可を取得して設置しなければな
らないが、こうした規制を緩和し、本地の営農が続く限り
設置を可能とする。

【国の方針】
平成24年3月28日付け(23農振第2508号)農水省通知で、法面等に太陽光発電パネルを設置する場合は
3年を最長とする一時転用許可が必要であるとされ、転用期間満了時に撤去しなければならない。
一方、本地については、平成25年3月31日付け(24農振第2657号)農水省通知で、本地に支柱を立てて営
農を継続しながら太陽光発電パネルを設置する場合は、同じく一時転用とするものの、営農継続が確認
できれば延長が可能と示された。
【農家等の意見】
法面等に設置する場合は、本地に支柱を立てて発電パネルを設置する場合に比べ、本地の作物への影
響は少ないと考えられるので、法面等から3年を最長に撤去しなければならないことについては、延長して
欲しいとの農家からの声が出ている。
また、防草シート代わりのシート型太陽光パネルの設置については、農作業に影響がなければ、設置期
間の延長は問題ないのではないかとの意見がある。
【要望事項】
法面等に太陽光発電パネルを設置することについては、営農継続と法面機能を維持することを前提に、
平成25年3月通知の本地の取り扱いに準じ、長期にわたる設置を可能とするよう規制の緩和が望まれる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 74 07_産業振
興

都道府県 山梨県 内閣官房、
内閣府

A　権限
移譲

中心市街地の活性化に関する
法律第９条第１項

中心市街地活性化基本
計画の認定権限の都道
府県への移譲

中心市街地活性化基本計画の認定の権限を内閣府から
都道府県へ移譲する。

【現行制度の課題】
中心市街地活性化基本計画については、市町村が作成し、内閣総理大臣が認定しており、法律上の都
道府県の位置付けは、基本計画策定後における支援のみである。
しかし、中心市街地は、当該市町村の中心であるばかりでなく、周辺市町村も含む広域圏の中心であるこ
とから、その活性化は広域的な視点からとらえるべき課題である。
【制度改正の必要性】
基本計画は、当該市町村における中心市街地の活性化の実現に相当程度寄与するものでなければなら
ず、地域における社会的、経済的及び文化的活動の拠点となるにふさわしい、魅力ある中心市街地の形
成が図られるためには、地域の実情に応じた取り組みが不可欠であり、そのための基本計画の認定は、地
域の特性、実情を熟知し、今後の課題を十分に把握した都道府県が認定するべきと考える。
さらに、基本計画の認定が移譲されることにより、計画の策定、変更への対応も迅速になり、刻々と変化す
る地域の状況を反映した、より効果的な計画の実施が可能となるものである。
【懸念の解消策】
認定においては、国の基本方針を踏まえて行い、国へは当該計画を報告することにより、移譲が可能と考
える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【制度の概要】
創業支援事業計画は、産業競争力強化法第１１３条において、市町村が、民間事業者や経済団体、金融
機関等と連携して、これを策定し、主務大臣の認定を受けることとされている。
【制度改正の必要性】
本県では、商工会議所、商工会連合会等の経済団体と、地銀、信金、信組、政府系等の金融機関及び県
等が一堂に会し、毎月一度、創業や新たな産業分野への参入等に係る県内企業の経済活動等について
情報共有を図っており、このように地域の実情を把握している県が計画を認定することが適切であり、一体
的な創業支援につながる。この取り組みについては、H22から開始し、それぞれの機関が有する支援ノウ
ハウや支援制度の効果的な活用等を図る中、県内企業の新分野へのチャレンジ等を支援してきたが、特
に本年度からは、県や地元金融機関、経済団体等が出資して組成する新たなファンドを活用した起業・創
業を推進するため、この連携組織の中に特別なチームを設けて支援することとしており、今後も別途創業
支援事業計画を国が認定するのであれば、一体的な運用に支障が生じる。
【本県の状況】
連携を図るべき民間事業者等が当該市町村の区域を越えて活動を行っていることが多く、また、特に経済
団体等にあっては県の区域での活動が盛んになっていることから、計画の認定が進んでいない状況にあ
る。
【懸念の解消策】
市町村で策定する計画については、県へ認定権限を移譲することで、創業を促す技術シーズや、これを
サポートする支援機関、政策リソースなどの効率化が図られ、現下の重要課題である開業率の向上に資
することが期待される。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

経済産業
省、総務省

A　権限
移譲

産業競争力強化法第１１３条 創業支援事業計画の認
定権限の都道府県への
移譲

市町村が策定する創業支援事業計画の認定権限を経済
産業省から都道府県へ移譲する。

H26 71 07_産業振
興

都道府県 山梨県
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６　【国土交通省】
（10）住宅地区改良法（昭35法84）
　耐用年数を経過した改良住宅の処分については、法29条１項において準用する公営住宅
法（昭26法193）44条３項の規定により改良住宅の用途を廃止した上で、地方公共団体の判断
により譲渡を行うことが可能であることを、地方公共団体に通知する。

【国土交通省】耐用年数を経過した改良住宅の処分について（平成27
年1月30日付け国土交通省住宅局住宅総合整備課住環境整備室長
事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_70

６　【農林水産省】
（５）農地法（昭27法229）
（ⅴ）太陽光発電設備を農地の法面又は畦畔に設置する場合の農地転用許可制度の取扱い
については、先行的な事例における営農への影響等を検証しつつ、一時転用の転用期間が
満了する場合に、再度一時転用許可を行うことができるよう見直しを行う。

【農林水産省】太陽光発電設備を農地の法面又は畦畔に設置する場
合の取扱いについて（平成28年3月31日付け農林水産省農村振興局
長通知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_73

－ － － － － －

【総務省】【経済産業省】
産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画の認定等に係る都道府
県の支援について（平成27年2月6日付け総務省地域力想像グループ
地域政策課長、中小企業庁経営支援部創業・新事業促進課長通知）
平成27年度産業競争力強化法にもとづく創業支援に係る効果等調査
報告

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_71

４【総務省（２）】【経済産業省（22）】
産業競争力強化法（平25法98
（ⅰ）創業支援事業計画の認定（113条１項）については、当該計画の策定及び実施に資する
ため、都道府県に当該計画の認定申請等の情報提供を行うとともに、都道府県の関係機関が
創業支援事業者として参画できることを、平成26年度中に地方公共団体に通知する。
（ⅱ）創業支援事業計画の認定については、創業支援に係る国家目標の早期達成に向け、原
則として平成27年度中に現在の制度枠組みを含めた検証を行い、その結果に基づいて必要
な措置を講ずる。
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H26 75 05_教育・文
化

中核市 松山市 文部科学省 A　権限
移譲

地方教育行政の組織及び運営
に関する法律　第37条第1項、
第41条第1項、第2項、第42条、
第46条、第58条
公立義務教育諸学校の学級編
制及び教職員定数の標準に関
する法律　第3条第2項
市町村立学校職員給与負担法
第1条

県費負担教職員の人事
権(任命権)及び教職員定
数設定権限等の移譲

都道府県教育委員会の県費負担教職員の人事権(任命
権)、県費負担教職員に係る定数の決定、及び学級編成
基準の決定についての権限を中核市に移譲する。
また、県費負担教職員の給与負担、及び管理事務すべ
てを行うための必要経費確保のため財源についても移
譲する。
（参考）
指定都市については、第４次一括法により移譲済み

少子高齢化・国際化が進む中、これまでの画一的な施策では対応できない様々な教育課題が生じてい
て、少人数学級の更なる推進や地域の特性に応じた教育職員の配置等を柔軟に行い、様々な教育ニー
ズに対応できる地方分権型の仕組みづくりが必要となっている。
そのためには、地方の権限と責任の明確化や一体化、地域に根ざした優秀な人材を確保・育成すること
が必要であり、既に移譲されている服務の監督に関する権限だけでなく、市町村立学校職員給与負担法
第１条及び第２条に規定する職員（県費負担教職員）の人事権（任命権）や、これに関係する県費負担教
職員の定数の決定権、学級編成基準の決定についても移譲される必要がある。人事権が住民により近い
立場にある市に移譲されることにより教職員の人事評価を的確に反映させることが可能になると考える。
また、人事権（任命権）やこれに関する決定権が移譲される場合には、財源の確保も必須となる。具体的
には、教職員の異動や新規教職員採用、管理職選考、懲戒・分限処分、給与手続きなどに関する事務を
行う人員体制の構築と事務処理に係る経費の担保が必須となると考える。このように、事務処理に係る経
費を担保したうえで、県費負担教職員の給与等の負担についても移譲されることで、移譲された市はより
責任感を持って教職員の異動や管理、監督責任を果たすこととなると考える。
なお、権限の移譲に当たっては、個々の都道府県の特例条例による権限移譲ではなく、法改正による権
限移譲とすることとし、移譲を希望する基礎自治体への県費負担教職員の人事権等の権限移譲の早期実
現を強く要望する。
※制度改正による効果や人事交流の仕組みについては別紙のとおり

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 76 02_農業・農
地

中核市 松山市 農林水産省 B　地方
に対する
規制緩和

耕作放棄地再生利用緊急対策
実施要綱
別紙１　第４助成措置の１　第１
の１関係（１）

耕作放棄地再生利用緊
急対策事業の補助要件
の見直し

耕作放棄地再生利用緊急対策事業の助成措置にある
再生利用活動の区分において、土壌改良は２年目までと
されているが、５年間に拡大いただきたい。

土づくりの最終目的は、農家が期待するような生産量又は品質を安定的に与えてくれる土壌をつくること
である。
痩せた土壌を正常な状態に回復させるには、少なくとも３年間程度の期間は必要であり、本市の農業指導
センターでは、農家から提出された耕作放棄地の土も含む年間２００件程度の土壌分析を実施したところ、
ほぼ全件について土壌改良の必要があるとの診断結果が出ている。
例えば、ビニールハウスで栽培する野菜等は、雨が降らないことなどにより肥料が土の中に浸透しにくく、
表面に堆積すること、ホウレンソウなども作付け前に土に石灰を撒くため、土の中に浸透しないと、土が極
度にアルカリ性になり、土壌改良の必要性も高いことから、再生後２年目までの期間に制限せず、農業の
根幹となる土づくりへの支援期間を手厚くすることで、これまで同事業に躊躇をしていた農業者が、安心し
て活用できる事業と成り得るものと考える。
なお、５年間という期間は、同対策実施要領で、再生した農地において５年間の耕作状況の確認のみなら
ず、指導、支援等が求められているため。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 77 03_医療・福
祉

中核市 松山市 内閣府、文
部科学省、
厚生労働省

A　権限
移譲

就学前の子どもに関する教育、
保育等の総合的な提供の推進
に関する法律第３条第１項

認定こども園の認定に係
る事務・権限の移譲

平成２７年４月施行予定の子ども・子育て支援新制度で
は、幼保連携型認定こども園の認定に係る認可について
は、中核市が行うこととされるが、幼保連携型認定こども
園以外の認定こども園に係る認可についても中核市の
所管とされたい。

【制度改正の経緯】
現在、都道府県の所管である認定こども園の認定に関する事務の内、子ども・子育て支援新制度におけ
る改正後の「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」において、幼
保連携型認定こども園については、中核市が行うこととされており、平成２６年３月２８日事務連絡により他
の類型の認定こども園については、地方自治法第２５２条の１７の２により条例の定めるところにより市町村
が処理することができるようになったところである。
【具体的な支障事例等制度改正の必要性】
認定こども園の全ての類型は、新制度において、市町村から給付を受ける施設型給付の対象になため、
確認に関する事務は、市町村が行うこととなる。認定と確認に関する事務は共通する部分もあり、一体的
に行う方が、事業者、自治体双方にとって利便性があり、条例による権限移譲により、解決するものである
が、周辺市町村などが、統一して活用することにはならないと考えられ、返って事業者にとっては、複雑な
ものになると思われる。
【権限移譲の具体的な効果】
条例によらず、権限移譲を行うことにより、少なくとも中核市ごとに権限が異なるということがなくなり、認定こ
ども園に関する事務の一層の簡素化により、新制度の目的の一つでもある認定こども園の普及を図ること
ができると考える。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 78 09_土木・建
築

中核市 松山市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

公営住宅法第16条、第28条
公営住宅法施行令第1条第3
号、第8条

公営住宅における寡婦
（夫）控除のみなし適用

公営住宅の入居基準及び家賃決定基準となる所得の算
定基準においては、所得税法の課税所得額計算方法が
採用されていることから、「非婚の母」、「非婚の父」に対し
ては寡婦控除規定が適用されない。このため、入居基準
及び家賃決定基準となる所得が高く算定され、その結果
として収入基準に応じて決定される家賃が高い階層に
入ってしまうことなどがある。こうした「非婚」「既婚」による
格差をなくするため、みなし適用を各自治体の判断で選
択できるよう規制の緩和を求める。

【制度改正の経緯】
２０１３年９月４日の最高裁大法廷決定は、父母が婚姻関係になかったということは、「子にとって選択の余
地がない事柄を理由に不利益を及ぼすことは許されず、子を個人として尊重し、権利を保障すべきだとい
う考えが確立されてきている」として、非嫡出子への法定相続分差別を憲法１４条１項に違反する、と判断
している。
このことは、婚姻歴の有無で、寡婦控除の適用が差別されて、その子に不利益を及ぼすことが許されない
ことも示している。
【支障事例】
これにより、「非婚」「既婚」を問わず、世帯の実情に沿った家賃階層を適用できることはもとより、支払う家
賃の軽減のみであれば、減免規定の適用も考えられるが、加えて政令月収の収入分位により認定される
収入超過者となる事案も回避できると考える。
【懸念の解消策】
公営住宅の入居基準及び家賃決定基準となる所得の算定基準において、「非婚」「既婚」による格差をな
くすため、「非婚」であっても控除が受けられるよう、公営住宅法施行令第1条第3号を改正し、みなし適用
を各自治体の判断で選択できるよう、規制の緩和を求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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５【文部科学省】
（２）市町村立学校職員給与負担法（昭23法135）、義務教育費国庫負担法（昭27法303）、地
方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭31法162）、公立義務教育諸学校の学級編制
及び教職員定数の標準に関する法律（昭33法116）
県費負担教職員の給与等の負担（市町村立学校職員給与負担法１条）、都道府県教育委員
会の県費負担教職員の任命権（地方教育行政の組織及び運営に関する法律37条１項）、県
費負担教職員に係る定数の決定（地方教育行政の組織及び運営に関する法律41条１項及び
２項）及び学級編制基準の決定（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に
関する法律３条２項）については、県費負担教職員の任命権に係る条例による事務処理特例
制度（地方教育行政の組織及び運営に関する法律55条１項）の運用状況を踏まえつつ、広域
での人事調整の仕組みにも配慮した上で、中核市等に権限を移譲する方向で検討を行い、
小規模市町村を含めた関係者の理解を得て、結論が得られたものから順次実施する。
また、条例による事務処理特例制度のより一層の活用を図るため、当該制度による人事権の
移譲を希望する中核市等については、平成27年度以降、関係する都道府県や市町村との協
議の場を設けるなど、合意形成に向けた支援を行うことを、関係団体に速やかに通知する。

－ － － － － －

－ － － － － －

６　【国土交通省】
（４）公営住宅法（昭26法193）
（ⅳ）入居者の収入の算定（施行令１条３号）上、非婚の母又は父についても、寡婦控除又は
寡夫控除の対象とすることについて検討を行い、平成27年中に必要な措置を講ずる。
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H26 79 09_土木・建
築

中核市 松山市 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

社会資本整備総合交付金交付
要綱
社会資本整備総合交付金の計
画別流用について（平成23年3
月31日改正）
国土交通省説明資料（ＨＰ）
「社会資本整備総合交付金制
度等の関係」

社会資本整備総合交付
金事業における交付金
間の流用について

現在、交付金事業は社会資本整備総合交付金と防災・
安全交付金の２本立てになっているが、従来、一つの交
付金事業で自由に利活用できていたものが事業間での
利用が出来ないケースが生じるなど自由度が低下し、使
い勝手の良さが評価されていた交付金制度の魅力が低
下しているため、社会資本整備に必要な事業間での交
付金の融通が可能となるよう、見直しを行い、交付金事
業の魅力の向上、両交付金の相乗効果を発揮できる制
度とする。

【地域の実情】
松山市の下水道人口普及率は59.9％（H24末）であり、全国平均76.3％（H24末）と比較しても16％以上低
い数字となっている。また、松山市は南海トラフ地震防災対策推進地域にも指定されていることや耐用年
数を迎えている施設があるため、耐震化・長寿命化も喫緊の課題となっている。
【国の方向性】
国においては汚水処理施設の整備を今後10年間で概ね完成することを目標に掲げており、松山市では、
早急な未普及改善事業の進捗が必要となっている。
【懸念の解消策】
しかしながら、下水道財政の硬直化を防ぐため、建設投資規模の拡大は見込めない状況であり、可能な
建設投資規模の中で必要な事業を効率的に進めていくよう、五箇年計画を策定し、計画的に事業を進め
ているところであるが、防災・安全交付金に含まれる浄化センターなどの施設の長寿命化や耐震化は事業
規模が大きく、大幅な内示額の減少に対して対応できない。従前は、未普及改善事業で調整していたが、
防災・安全交付金が創設されたことにより、施設の長寿命化・耐震化と未普及改善事業間の調整が出来な
くなったため苦慮している。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

松前町 【制度改正の必要性】
現在、少子高齢化や財源状況の悪化など、多くの問題が全国的に表面化し、基礎自治体が疲弊している
状況である。
そのようななか、総務省の地域力創造グループでは、本格的な地方分権改革の時代のなかで、地域の元
気を創造し活性化するための施策を実施しているが、自立した地域を目指すためには、基礎自治体の判
断で土地利用の誘導を行うことも必要である。
都市計画法による区域区分は、高度経済成長期における人口増加という社会情勢のなかで設定されたも
ので、現在の時代とは大きな隔たりがあり、区域区分制度を画一的に適用する合理性はなくなっている。
また、その決定については、都道府県が行うことになっており、基礎自治体が独自のまちづくりを行ううえで
の阻害要因となっている。
もちろん無秩序な開発等は抑制しなければならないが、土地利用の誘導を基礎自治体が行うことができる
ような体制にすることで、地域特性を活かした独自のまちづくりを展開することが可能となり、地域の活性化
につながるものと考える。
そのため、地域に密着した土地利用に関する各種の規制については、基礎自治体の責任において主体
的な取り組みを行うことが必要であると考え、都市計画法第15条の改正を求める。

【制度改正によって生じる懸念に対する方策】
区域区分に関する都市計画を決定するにあたり、周辺市町との調整を図る機関が必要であると考えるが、
関係する首長や有識者等で構成する広域調整協議会等を設立し、広域的な調整を図りたいと考えてい
る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

国土交通省 A　権限
移譲

都市計画法第15条第1項第2号 区域区分に関する都市
計画の決定権限に係る
市町村への移譲

都市計画法第１５条第１項第２号を削除し、区域区分に
関する都市計画は市町村が定めるものとすること

H26 81 01_土地利
用（農地除
く）

町

H26 80 02_農業・農
地

町 松前町 農林水産省 A　権限
移譲

農地法第4条第1項、第5条第1
項

全ての市町村に転用許
可権限を移譲

農地法第4条及び第5条を改正し、農地転用の許可を市
町村が行うようにする

現在、少子高齢化や財源状況の悪化など、多くの問題が全国的に表面化し、基礎自治体が疲弊している
状況である。
そのようななか、総務省の地域力創造グループでは、本格的な地方分権改革の時代のなかで、地域の元
気を創造し活性化するための施策を実施しているが、自立した地域を目指すためには、基礎自治体の判
断で土地利用の誘導を行うことも必要である。
土地利用はまちづくりの基本であり、地域の実情や住民ニーズを反映しながら、よりよいまちづくりを展開
するため、優良農地をどのように守り、どのように有効活用していくのかという判断については、地域の実
情を一番理解している基礎自治体の責任において行うべきである。
しかし、現行制度では、大臣や知事の許可になっており、地方分権を進めるうえでの阻害要因になるととも
に、迅速性にも欠けている状況である。
地域の経済や住民の生活を考慮しながら、よりよい土地利用を進めることは、地方分権を進めるうえで重
要な施策の一つであり、それを担うのは基礎自治体である。
そのため、農地転用の許可を市町村が行うことができるよう、農地法第4条及び第5条の改正を求める。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

－ － －－ － －

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 82 01_土地利
用（農地除
く）

一般市 新座市 国土交通省 A　権限
移譲

都市計画法第１５条第１項 区域区分に関する都市
計画の決定権限に係る
市への移譲

区域区分に関する都市計画の決定については、県が定
めることとなっているが、この権限について市への移譲を
希望するものである。

【制度改正の必要性】
区域区分は、都市計画区域の無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るために必要な種々の都
市計画を定める根幹となるものであることから、本来は地域の実情及び課題を熟知した上で都市の将来像
を描くことができなければ、適切に決定又は変更をすることは困難と思われる。
また、超高齢社会を迎えようとする中で、都市間競争の激化が想定されており、根幹的な都市計画こそ、
基礎自治体である市が、自らの理想と責任において定められるようにすることで、基礎自治体各々が知恵
を出し、魅力的な都市を創造することができるのではないかと考える。
よって、区域区分決定に係る権限について、市への移譲を希望するものである。

【制度改正によって生じる懸念に対する方策】
なお、県のマスタープランとして、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針があり、区域区分はもちろ
んのこと、市の定める都市計画はこれと整合を図る必要があることから、もし市が区域区分の決定権限を有
しても、広域的な見地は担保されるものと思われる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 84 05_教育・文
化

中核市 和歌山市 文部科学省 A　権限
移譲

地方教育行政の組織及び運営
に関する法律
公立義務教育諸学校の学級編
制及び教職員定数の標準に関
する法律
市町村立学校職員給与負担法

県費負担教職員の人事
権や学級編制基準制定
権及び教職員定数権に
関する権限の市への移
譲

県費負担教職員の人事配置や学級編制に関する１学級
の定数の基準の制定及び教員配当の定数の決定に関
する権限移譲を希望する中核市に移譲する。
（参考）
指定都市については、第４次一括法により移譲済み

【制度改正の経緯】
現場に近い市が子どもの状況や学校の運営状況をより詳細に把握しており、市が主体性を発揮し、創意
工夫を活かした特色ある質の高い義務教育を実現するとともに、地域に根ざした人材を育成・確保するた
めには、人事権や学級編制基準及び教員定数の決定に関する権限が市に移譲されることが不可欠であ
る。
【制度改正の必要性】
本市においては、地域の実情に応じ、児童生徒に対してきめ細かい個に応じた指導を推進し、学力の向
上や心の教育の充実を図りたいと考えているが、そのためには、より良い教育環境が必要であり、上記の
人事権等の市への移譲が必要と考える。
【制度改正による効果】
市に人事権があることにより、学校地域の実情にあった教職員配置、市立学校が必要としている能力の高
い教員の採用を、市が責任を持って実施できる。
【小規模市町村との人事交流】
現在、和歌山県の場合には、郡市間の人事交流を実施し調整しており、このシステムを続けることが必要
である。
【権限移譲に伴う財源移譲】
人事権と給与負担が一致することにより、権限と責任の一元化が図られ、より地域の実情に応じた教育施
策の実現が可能になると考えるため、権限移譲にあたっては、県費負担教職員の給与負担、及び必要な
所要額全額の財源を市に移譲する。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 88 03_医療・福
祉

一般市 田辺市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

介護保険法第27条、第28条、第
29条、第32条、第33条、第33条
の２
介護保険法施行規則第38条第
1項第2号、第41条2項、第52条
第1項第2号、第55条第2項

介護保険制度に係る要
支援・要介護認定有効期
間の弾力的運用及び緩
和

要支援・要介護認定有効期間について、介護認定審査
会において１２月間以上の認定有効期間の意見が付さ
れた場合、事務局（市）の裁量によりその前後３月間内で
認定有効期間が設定できるよう希望します。また、要介護
５の認定を受け、かつ、主治医意見書及び前回認定結
果により、状態が改善する可能性が極めて低いと介護認
定審査会で判断された場合については、認定有効期間
を長期（無期限）とできるよう希望するものです。

要支援及び要介護認定有効期間については、介護保険法（第28条及び第33条）に基づき、同施行規則
（第38条第１項第２号、第41条第2項、第52条第１項第２号及び第55条第２項）において、市町村が認定審
査会の意見に基づき３月間から24月間までの範囲で定める期間とされています。
現状、要支援・要介護認定者は増加してきている中、認定調査員及び介護認定審査会委員の確保が困
難となっています。加えて、新規要支援・要介護認定申請月、区分変更申請月及び更新申請月が偏って
しまう傾向にあり、月当たりの業務量にかなりのばらつきが生じており、調査員、審査委員会委員への負担
が増えるとともに、要支援・要介護認定の遅延の原因の一つとなっております。
この新規認定、区分変更及び更新に係る申請件数は、現在月平均で約420件ですが、月によって100件
から150件程度の差がでており、また認定有効期間については認定審査会の意見に基づき決定します
が、ほとんどが６月間、12月間、24月間となっていることから次回更新月も偏ってしまう傾向となっていま
す。
本提案を実施することにより、介護認定業務に係る負担軽減が図られるとともに、月当たりの業務量を平準
化することができ、介護保険被保険者の不利益を防げるものと考えます。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 83 01_土地利
用（農地除
く）

一般市 新座市 国土交通省 A　権限
移譲

土地区画整理法第52条第1項 市施行土地区画整理事
業の認可権限の市への
移譲

市が土地区画整理事業を施行しようとする場合には、事
業計画に定める事項のうち、「設計の概要」について、知
事の認可を受けなければならないが、当該認可の権限
について、移譲を希望するものである。

【制度改正の必要性】
（仮称）大和田二・三丁目地区土地区画整理事業は、市街化調整区域から市街化区域への編入と合わせ
て市が実施するもので、現在事業計画等を作成している。
本地区は、速やかに事業を完了するため、法的な事業認可が得られるまでの間に、企業誘致や想定換地
割込みを行っている。
しかし、設計概要の認可が遅れ、結果として事業に遅れが生じた場合、進出企業の撤退等を誘因するとと
もに、関係地権者の意欲低下につながることが懸念される。
このことから、事業のスタートとなる「設計の概要」の認可が速やかに行われる必要がある。
なお、地方公共団体施行の土地区画整理事業において、スピード感を持って事業を推進していく潜在的
なニーズは高いと推察される。
以上のことから、現在、県が有している市施行土地区画整理事業の認可権限について、市に移譲願うもの
である。

【過去の議論を踏まえた検討】
設計の概要については、省令第９条において、詳細な技術基準が定められており、これに基づけば、適否
の判断は市でも可能である。実際に、組合施行の土地区画整理事業については、既に市に認可の権限
が移譲されており、市は省令第９条等に基づいて審査し、認可事務を行っている。
また、事業計画については、設計の概要を含め公衆の縦覧に供し（法第５５条第１項）、利害関係者は意
見書を提出することができ（同条第２項）、当該意見書については都市計画審議会に付議しなければなら
ない（同条第３項）こととなっており、利害関係者の意見や専門家等第三者の判断を考慮する制度が確立
されているため、市が独断で定めるものではない。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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－ － － － － －

５【文部科学省】
（２）市町村立学校職員給与負担法（昭23法135）、義務教育費国庫負担法（昭27法303）、地
方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭31法162）、公立義務教育諸学校の学級編制
及び教職員定数の標準に関する法律（昭33法116）
県費負担教職員の給与等の負担（市町村立学校職員給与負担法１条）、都道府県教育委員
会の県費負担教職員の任命権（地方教育行政の組織及び運営に関する法律37条１項）、県
費負担教職員に係る定数の決定（地方教育行政の組織及び運営に関する法律41条１項及び
２項）及び学級編制基準の決定（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に
関する法律３条２項）については、県費負担教職員の任命権に係る条例による事務処理特例
制度（地方教育行政の組織及び運営に関する法律55条１項）の運用状況を踏まえつつ、広域
での人事調整の仕組みにも配慮した上で、中核市等に権限を移譲する方向で検討を行い、
小規模市町村を含めた関係者の理解を得て、結論が得られたものから順次実施する。
また、条例による事務処理特例制度のより一層の活用を図るため、当該制度による人事権の
移譲を希望する中核市等については、平成27年度以降、関係する都道府県や市町村との協
議の場を設けるなど、合意形成に向けた支援を行うことを、関係団体に速やかに通知する。

－ － － － － －

－ － － － －－
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H26 89 03_医療・福
祉

中核市 松山市 厚生労働省 B　地方
に対する
規制緩和

介護保険法第135条
介護保険法施行令第41条、第
42条

介護保険料の特別徴収
対象年金の優先順位撤
廃

介護保険の被保険者が複数の年金を受給している場合
に、１つでも年額18万円以上の年金があれば、介護保険
料の特別徴収を実施することができるように、特別徴収対
象年金の優先順位を撤廃すること。

【支障】
年額18万円以上の年金を受給している被保険者については、介護保険料の特別徴収を実施している。
一方、複数の年金を受給している被保険者の場合は、特別徴収の対象となる年金が、年金保険者及び年
金種別により優先順位付けされ、特定されている。
そのため、優先順位が上位の年金からしか特別徴収を実施することはできず、仮に上位の年金が年額18
万円以上の条件を満たさない場合は、下位の年金が年額18万円以上の条件を満たしていたとしても、特
別徴収を実施することができないという規制が設けられている。
優先順位が設定されていることで、年額18万円以上の年金の受給がある被保険者であったとしても、特別
徴収を実施することができない場合があり、保険料徴収事務において支障となっている。
なお、同様に年金からの特別徴収を行っている全国後期高齢者医療広域連合協議会から保険料の特別
徴収について要望が出されている。これに対して、平成21年11月20日付けの厚生労働省回答において、
特別徴収の対象となる年金の優先順位の変更は、各年金保険者の大規模なシステム改修が必要である
ため、保険料徴収を含めた新たな制度全体のあり方を議論する中で検討すべき課題であると考えを示さ
れているが、5年を経過しようとする現在も未だ制度改正のスケジュールが出ていない状況にある。
【効果】
優先順位を撤廃することで、年額18万円以上の年金の受給がある被保険者であれば、すべて特別徴収
の対象者とすることができ、保険料収納率の向上、市町村の事務処理の軽減に資することができる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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６【厚生労働省】
（12）介護保険法（平９法123）
（ⅳ）介護保険料の特別徴収に関し、対象年金の優先順位が決められているが、優先順位が
下位の年金からも徴収することについて、各年金保険者のシステム改修方法の研究や関係者
の意見等を踏まえながら実現可能性も含めて検討し、平成30年度からの第７期介護保険事業
計画の実施時期に向けて一定の結論を得る。



45 / 528 ページ

年別
管理
番号

関係府省 具体的な支障事例
提案年における最終的な

調整結果（個票等）
提案
区分

根拠法令等
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容分野
提案団体
の属性

提案
団体

年

H26 92 05_教育・文
化

指定都市 新潟市 文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

学校教育法第４条第１項第２号 市立の特別支援学校の
設置について都道府県
の認可制度の廃止

市立の特別支援学校を設置する場合、都道府県の教育
委員会の認可が必要だが、規制緩和により都道府県へ
の届出制とする。
（参考）
指定都市立の高等学校等の設置に係る都道府県教育
委員会の認可については、第４次一括法により廃止済み

【制度改正の経緯】
本事務は、市立高等学校等とともに、地方分権第三次勧告で「認可を許容する」とされたが、今回の第４次
一括法で、高校・中等教育学校については、設置認可権限が指定都市に移譲されることとなった。これに
より、幼稚園・小・中・高等学校・中等教育学校を市が設置する場合、県の認可が不要となる。
また平成２９年度には（特別支援学校（小・中学部）の教職員を含めた）県費負担教職員の定数権等も指
定都市に移譲されることとなり、特別支援学校についても、学級編成や教職員の配置の面では指定都市
が権限を持つこととなる。
【支障事例】
一方、本市においては、特別支援学校に通う児童生徒の数は増加しており、平成２２年度、それまで市内
１か所だった市立特別支援学校を市の東西に分離拡充して受け入れ態勢を充実している。今後もさらに
特別支援学校への就学を希望する生徒が増えることが予想され、市立の特別支援学校の設置が課題と
なっているところである。
【実現した場合の効果】
特別支援学校の設置認可権限の規制緩和により、幼稚園から高等学校まで学校の設置・教職員の配置
について、総合的な施策を展開することが容易となるとともに、より地域のニーズに応じた特別支援学校の
設置を迅速に進めることが可能となる。
【３次勧告以降の事情変更】等は別紙のとおり

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

【支障】土地利用法制と所管省庁は法制・所管ともに縦割りであるが、都市計画法制が一定の権限移譲が
進んでいるのに対して、農地法の権限移譲はほとんど進んでいない。このため、地域における土地の最適
な利用を判断する責任が、地方自治体に十分ないため、まちづくりを地方自治体が行っているという実感
が乏しい。また、農地転用について農林水産大臣の許可、協議を必要とする案件があるため、手続に時
間がかかることから、行政の効率性の観点からも問題がある。
【改正の必要性】農地転用に関する事務権限を市町村に移譲する。これにより、地域の実情を把握する市
町村が事務を行うことで事務の迅速化が図られるとともに、地域における土地利用の責任を地方が担うこと
が可能となる（別途、農地法附則第２項に基づく、国への協議を廃止することも提案）。
【懸念の解消策】農地転用の事務移譲に伴い、国全体で確保すべき農地が守られなくなるという懸念に対
しては、地方六団体農地制度PT報告書（添付）で提案しているとおり、国、都道府県、市町村の間で確保
すべき農地の総量等について、実質的な協議を行ったうえで、事後に第三者機関による評価を行うことで
実効性を確保すること等により、解消が可能である。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

農林水産省 A　権限
移譲

農地法第４条、第５条 農地転用の許可等に関
する事務・権限の移譲

農地法第４条及び５条の農地転用の許可に関する事務・
権限を、農林水産大臣及び都道府県知事から、市町村
長へ移譲すること。

H26 91 02_農業・農
地

都道府県 佐賀県
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５【文部科学省】
（１）学校教育法（昭22法26）
指定都市の設置する特別支援学校の設置廃止等の認可（４条１項２号）については、事前届
出とした上で指定都市に移譲する。

４　【農林水産省】
（４）農地法（昭27法229）及び農業振興地域の整備に関する法律（昭44法58）
農地法及び農業振興地域の整備に関する法律（農振法）における国と地方の役割分担につ
いては、以下のとおり、農地の総量確保の仕組みの充実を図るとともに、農地転用に係る事
務・権限について、地方への移譲等を行うこととする。
（ⅰ）農用地区域内農地の総量確保の仕組みについて
・農林水産大臣が農用地等の確保等に関する基本指針（農振法３条の２第１項）を定めるに当
たっては、現行の都道府県の目標面積の設定基準案に加え、国の目標面積案について、都
道府県知事の意見を聴くこととする。
・都道府県知事は、農林水産大臣から示された国の目標面積案及び都道府県の目標面積の
設定基準案について、市町村長の意見を聴くこととする。
・農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定するため、都
道府県知事、市長及び町村長の代表者と協議する場（協議の場）を設けることとする。協議の
場の議事等については、公表するものとする。
・協議の場においては、農林水産大臣が提示した国の目標面積案及び都道府県の目標面積
の設定基準案と地方の意見との間に相違がある場合には、その要因分析等を行い、施策効果
の見込み方等について協議する。これらの過程を通じて、国と地方が十分な議論を行った上
で、農林水産大臣は、国の目標面積及び都道府県の目標面積の設定基準を設定する。
・上記と並行して、「農地制度のあり方について」（平成26年８月５日地方六団体）において提
案されている「農地の総量確保の目標管理」の仕組みに係る実効性を検証することとし、今後
の制度設計の議論に反映するものとする。
（ⅱ）農地転用許可（農地法４条及び５条）の権限移譲等について
事務の区分、個別法に規定する国の関与等の移譲後の措置については、別紙を基本とする。
・２ha超４ha以下の農地転用に係る農林水産大臣との協議（農地法附則２項）については、廃
止する。
・４haを超える農地転用に係る事務・権限については、当分の間、農林水産大臣との協議を付
した上で、都道府県知事（次項に定める指定市町村にあっては、当該指定市町村の長）に移
譲する。
・農地転用許可制度等を基準に従って適正に運用し、優良農地を確保する目標を立てるなど
の要件を満たしているとして、農林水産大臣が指定する市町村（指定市町村）の長について
は、都道府県知事と同様の権限を有するものとして、農地転用に係る事務・権限を移譲する。
あわせて、農用地区域内における開発許可（農振法15条の２）に係る事務・権限について、指
定市町村に移譲する。
・都道府県農業会議への意見聴取に係る義務付け（農地法４条３項及び５条３項）の在り方に
ついては、農業委員会改革の議論と併せて検討を行う。
・上記の権限移譲に当たっては、国と地方の意見交換等の結果も踏まえ、必要に応じ農地転
用許可に係る基準の明確化等を図るとともに、農地転用許可等に係る事例集を作成するなど
地方公共団体における農地転用許可制度等の適正な運用の確保に資するよう必要な支援を
行うものとする。
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H26 94 06_環境・衛
生

指定都市 新潟市 厚生労働省 A　権限
移譲

食品衛生法第13条第1項、第13
条第4項、第14条第1項、第28条
第1項　等

総合衛生管理製造過程
（HACCP）の承認等にお
ける事務・権限の保健所
設置市への移譲

総合衛生管理製造過程（HACCP）の承認等における事
務・権限を保健所設置市へ移譲する。

総合衛生管理製造過程については、現状では地方厚生局（以下、厚生局）が管轄しており、新規申請あ
るいは更新申請を行うためには、最寄りの厚生局（新潟市の場合は、さいたま市内の関東信越厚生局）を
訪れる必要があり、事業者にとって大きな負担となっている。また、施設の監視指導については厚生局か
らの職員の派遣が年に数回と限られているため、より身近な保健所設置市に権限が移譲されることにより、
効率的な監視指導を行うことができると考えられる。
現在のところ、新潟市内の承認施設は５施設であるが、今後は国からのガイドラインに基づいてHACCP導
入が推進された場合、承認施設がさらに増える可能性がある。
権限移譲にあたり、以下の事項について御配慮いただけるけるようお願いしたい。
①申請に係る手数料条例を改正する必要があり、他都市の状況把握を含め、準備が整うまでに時間を要
するため、十分な周知期間を設けていただきたい。
②承認の手続きについては、施設への監視・指導が伴い高度な知識を要する業務であるため、移譲する
際には自治体職員を対象にした研修会を開催するなど、体制の整備をお願いしたい。
③移譲された後についても、厚生局等による技術的なバックアップ、相談受付体制をお願いしたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 95 10_運輸・交
通

都道府県 岡山県 国土交通省 B　地方
に対する
規制緩和

地域公共交通確保維持改善事
業費補助金交付要綱第６条1項
1号別表４

地方バス路線の運行費
補助要件の緩和

地域間幹線系統確保維持費国庫補助金の補助対象基
準における「１日当たりの輸送量」の下限を、都道府県の
判断によって緩和できるようにすることを求める。

【支障事例】
現行の「地域間幹線系統確保維持費国庫補助金」においては、補助対象基準で輸送量は15人以上と定
められているため、人口減少が著しい過疎地域等では、輸送量が15人に達せず、岡山県においても、補
助対象系統は、平成20年度の36系統から、平成25年度は22系統と大幅に減少し、また、平均乗車密度が
5人未満となり、補助金額が減額される場合も多くなっている。これらの地域間幹線系統は中山間地域等
の住民にとって、高校への通学、地域の基幹病院への通院、買い物等の生活の足として不可欠であり、
維持していく必要がある。
【制度の改正案】
こうした状況を踏まえ、都道府県が特別な支援が必要と考える条例等で指定する過疎地域等（例：岡山県
中山間地域の振興に関する基本条例における中山間地域）においては、都道府県の判断で、国の定め
る範囲内（輸送量12～15人）で、補助対象基準を緩和できるようにすることを提案するものである。
【制度改革の効果】
バス路線だけではなく、他の交通手段や地理的な条件などを都道府県で勘案し、判断することにより実態
に即した支援が可能となる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 96 06_環境・衛
生

都道府県 岡山県 環境省 B　地方
に対する
規制緩和

瀬戸内海環境保全特別措置法
第５条及び第８条

瀬戸内海環境保全特別
措置法に基づく許可手続
の見直し

瀬戸内海沿岸域での事業活動において、過剰な規制と
考えられる瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく許可
手続きを緩和し、他の閉鎖性海域の沿岸域と同等の事
業活動環境とすること。
＜具体的内容＞
現状では、事業場からの排出水質に変更がなくても排水
量が１㎥/日増加するだけで、また、水量水質に全く変更
がなくても特定施設を更新するだけで、事前の水質影響
評価や申請後３週間の告示縦覧が必要であるなど、極め
て不合理な制度となっており、地域の事業活動を妨げる
要因となっているので、社会通念上軽微と考えられる変
更等の場合には、事前の水質影響評価及び申請後の告
示縦覧は、省略するべきである。

【現行制度】
瀬戸内海の流域では、水質汚濁防止法に基づく特定施設を設置する工場・事業場のうち、最大排水量が
50㎥/日以上のものは、瀬戸内海環境保全特別措置法（以下「瀬戸内法」という。）に基づき、特定施設等
の設置・変更を行う場合はあらかじめ許可が必要であり、その手続きの際には、事前に周辺水域の水質影
響評価を行うことや申請後３週間の告示縦覧を行うことが定められているため、より環境負荷の少ない施設
や新製品の製造に対応する施設への更新を早急に実現したいという事業者からの要望に対しても、申請
から許可までには最低でも１か月以上の期間を要しており、事業者の支障となっている。（水質汚濁防止
法のみ適用される東京湾、伊勢湾などの地域の場合は、届出後速やかに実施制限期間を短縮し、着工
可能である。）
【支障事例】
これについては、瀬戸内海が国立公園に指定された豊かな海であることや、過去において、赤潮の発生
や水質汚濁が進んだことを契機に瀬戸内法が制定されたという経緯があるものの、現時点において、瀬戸
内海より環境基準の達成率が低い閉鎖性海域（東京湾、伊勢湾等）では、このような許可手続きは行われ
ておらず、瀬戸内地域の事業活動を迅速かつ円滑に行う上で、大きな障害となっている。
【懸念の解消】
瀬戸内海では、東京湾及び伊勢湾と同様に、５年ごとに水質総量削減計画が策定され、また、個別の事
業場に対しては総量規制基準が適用されており、これらの制度により水質保全の目的は、達成可能であ
る。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 93 01_土地利
用（農地除
く）

指定都市 新潟市 国土交通省 A　権限
移譲

都市計画法第6条、都市計画運
用指針「Ⅲ－２運用に当たって
の基本的考え方　２市町村の主
体性と広域的な調整」

都市計画基礎調査の実
施権限の指定都市への
移譲

都市計画基礎調査の実施主体を現行法の都道府県から
指定都市に移譲する。

【制度改正の必要性】
都市計画運用指針において『都市計画の決定に当たっては、市町村が中心的な主体となるべきであり、
市町村の区域を超える特に広域的・根幹的な都市計画についてのみ、都道府県が決定することとしてい
る』こと、並びに区域区分や都市計画区域マスタープランの決定が、指定都市へと移譲が進んでいること
を踏まえ、都市計画立案の基となる都市計画基礎調査についても指定都市が主体となるべきである。
【支障事例】
新潟県の都市計画基礎調査は、県と関係市町で役割分担し実施しているが、土地利用や建物利用に関
する調査など調査ボリュームが大きい調査項目は、関係市町が実施しているのが実態である。
人口調査など調査区分の設定は関係市町の案をもとに行われているが、調査途中における修正や変更
に対応されないなど、調査実施途中の変更に対する柔軟性が欠ける部分が生じたほか、調査区分による
人口データをＧＩＳ対応の成果データとしたかったが、県及び関係市町間で調整がつかず、それが叶わな
かった事例がある。
【制度改正の効果】
指定都市が調査主体となれば、指定都市独自による調査区分の設定や、調査結果データをGIS対応の仕
様とするなど、指定都市が必要とする調査を柔軟に実施することができる。
【懸念に対する方策】
都道府県の都市計画区域の指定などに必要な調査については、あらかじめ、都道府県と指定都市が相
談し、調査項目やその仕様を決めておくことで、調査の統一性を保つことが可能と考える。
権限移譲に伴う指定都市の事務負担の増加については、現在の都道府県に対する交付税措置と同様に
指定都市に対する交付税措置で支援していただきたい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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４【厚生労働省】
（２）食品衛生法（昭22法233）
総合衛生管理製造過程の承認等については、地方分権の観点及び食品の安全性の確保を
図る観点から、現在、地方厚生局が行っている承認等を含め、制度の在り方について検討し、
平成27年中に結論を得る。

６【国土交通省】
（20）地域公共交通確保維持改善事業費補助金
（ⅰ）地域間幹線系統及び地域内フィーダー系統に対する補助については、地域公共交通の
活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律（平26法41）により整備された新たな枠
組みの下、国土交通大臣が認定した地域公共交通再編実施計画に基づいて地域公共交通
ネットワークを再構築する取組に対する支援の要件を見直す。

６【環境省】
（３）瀬戸内海環境保全特別措置法（昭48法110）
特定施設の構造等の変更許可（８条１項）については、円滑な事業活動への配慮という観点も
踏まえ、事前の環境影響評価や告示縦覧の省略が可能であるか（施行規則７条の２の適用対
象となるか）の照会について速やかに検討し、関係地方公共団体に必要な周知を行う。

【環境省】瀬戸内海環境保全特別措置法第８条第１項で定める特定施
設の構造等の変更許可に係る照会への回答について（周知）（平成27
年11月18日付け環境省水・大気環境局閉鎖性海域対策室事務連絡）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_96

－ － － － －－
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年

H26 97 11_その他 都道府県 岡山県 農林水産省
（水産庁）

B　地方
に対する
規制緩和

沿岸漁業改善資金助成法第１１
条、同法施行令第６条

沿岸漁業改善資金に係
る支払猶予措置等の適
用等の条件の緩和

沿岸漁業改善資金の支払猶予及び違約金の減免につ
いて、次のとおり措置を求める。

沿岸漁業改善資金助成法第１１条に「ただし、災害その
他政令で定めるやむを得ない理由により違約金の徴収
が著しく困難であると認められる場合には、違約金の支
払いを減免することができる」旨の規定を追加する。
同法施行令第６条の「やむを得ない理由」に「社会情勢
の変化に伴う漁業経営の悪化」を追加し、同法第１１条に
ついてもこれを適用する。

沿岸漁業改善資金は、近代的な漁業技術や合理的な漁業生産方式の導入を促進するために、無利子で
貸し付ける資金である。本資金の借受人において一旦償還金の延滞が生じると、償還の期間は長期化す
る傾向があり、借受人の経営を圧迫し、場合によっては事業継続を断念せざるを得ない事態も生じてい
る。
また、沿岸漁業改善資金助成法第１１条において定める違約金の率は年１２．２５％と高率で、漁業者の負
担感を増す結果となっている上、支払猶予等の措置はあるものの、適用は極めて限定的で、近年の厳し
い漁業事情に伴う経営悪化等には対応できない状態である。このため、借受人の経営状況の悪化を理由
とする支払猶予措置、漁業経営や違約金徴収の状況などに応じた違約金の減免が可能となるよう適用条
件の緩和を求めるものである。
本県での一例を挙げると、ノリ養殖業を営んでいた漁業者が施設整備のため同資金を借り入れたが、海域
環境の悪化等により、養殖の不振が続き、経営を継続することができず漁業を廃業した。これに伴い、償
還金の滞納が発生したが、県職員が勤務時間外に督促に行ってもほとんど返済されず、その後、借受人
が漁業廃業に伴い工面した資金により元本を返済したが、違約金については、借受人の経済状態がほぼ
破綻していることから、回収金以上に人件費がかかるような状況が続いた。
今回、支払猶予条件の緩和を行うことで漁業経営が継続でき、また違約金の減免により、漁業経営が破綻
したような者を救済し、生活の再建を図ることができ、併せて県の事務事業の効率化が期待できる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 98 11_その他 都道府県 岡山県 農林水産省
（水産庁）

B　地方
に対する
規制緩和

強い水産業づくり交付金費用・
便益分析要領

産地水産業強化支援事
業における施設の改築に
係る便益の算定方法（強
い水産業づくり交付金費
用・便益分析要領）の見
直し

「強い水産業づくり交付金費用・便益分析要領」におい
て、施設を改築する場合の便益算定方法を明確化し、施
設整備による効果全体を便益として算定できるよう次のと
おり措置を求める。

同要領に「『改築』について、費用対効果（Ｂ／Ｃ≧１）の
算定は、施設の新設と同様、施設の導入によってもたら
される効果全体を便益として算定できる」旨を追加する。

産地水産業強化支援事業は、水産業の発展及び水産物の安定供給を図るため、荷さばき施設や漁獲物
加工処理施設等の整備を支援する事業である。
本事業において既存施設の機能向上等を図る新たな施設整備は「改築」として扱われるが、既存施設と
比較して「改築」後に増加する効果のみを便益として算定した場合、費用対効果（Ｂ／Ｃ≧１）を満たすこと
が極めて困難である。
一昨年、カキ養殖業が盛んな漁協において、むき身処理施設の「改築」を計画したが、漁場計画上、大幅
な生産量の増大は見込めないことから、「改築」後に増加する便益は、ベルトコンベアの増設によるカキ陸
揚げ時間の短縮など労働時間の短縮、これらに伴う燃料費削減、単価の高い時期に集中出荷することに
よる生産額の増大などに限定された。
これらの理由により、本県における当交付金を活用した「改築」事業は、平成１７年以降、１件しか執行でき
ていない状況である。
よって、施設の改築に係る便益の算定にあたっては、施設整備による効果全体を便益として算定できるよ
う「強い水産業づくり交付金費用・便益分析要領」において明確化を行う必要がある。
今回の明確化を行うことで、「改築」がスムーズに行われ、水産業の発展及び水産物の安定供給につなげ
ることができる。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html

H26 99 05_教育・文
化

都道府県 岡山県 文部科学省 B　地方
に対する
規制緩和

補助金等に係る予算の執行の
適正化に関する法律第２２条
文部科学省所管一般会計補助
金等に係る財産処分承認基準
（通達）

公立学校施設整備費補
助金等に係る財産処分
における国庫納付金不
要条件の緩和

国庫補助事業完了後１０年未満に当該学校施設の取壊
しや有償譲渡等を行う場合、国庫納付金が必要とされて
いるが、地域の児童福祉や高齢者福祉に資する施設へ
の活用等の一定の条件を満たすものについては、１０年
以上経過した学校施設と同様に、国庫納付金相当額以
上の額の基金積立を行うことにより国庫納付金を不要と
する。

【支障事例】
国庫補助事業完了後１０年未満の学校において、余裕教室を放課後児童クラブに貸与・譲渡等しようとす
ると、「文部科学省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」により、有償無償にかかわらず耐用
年数に応じた残存価額相当額の国庫納付金が生じるため、保護者からの強い要望があるにもかかわらず
適当な設置場所がなく、放課後児童クラブの設置を見送っている事例がある。
【改正の必要性】
児童生徒の減少により余裕教室が増加傾向にある中、その有効な活用を進める必要があるが、放課後児
童クラブは主に当該学校の在籍児童が利用するものであり、地域の児童福祉に資するものである。児童
福祉法の改正（H27.4.1施行）により、児童クラブの対象が小4から小6に拡大するため、放課後児童クラブ
の場所の確保の必要性が一層増大することが見込まれるが、特に都市部を中心として、運動場にプレハ
ブを建てるスペースもないため、余裕教室を転用することが益々求められる。また、地域のお年寄りの利用
が見込まれる民間デイケア施設等の高齢者福祉に資する利用も考えられる。
【懸念の解消策】
現行制度において国庫納付金が必要となる国庫補助事業完了後１０年未満の学校施設の財産処分につ
いても、地域の児童福祉や高齢者福祉に資する施設への活用等の一定の条件を満たすものについて
は、国庫納付金の納付に代えて、学校施設整備のために市町村に設置した基金に国庫納付金相当額以
上の額を積み立てることを条件として貸与・譲渡等を認めてほしい。

https://www.cao.go.jp/bunken-
suishin/teianbosyu/teianbosyu_kekka.
html
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国の担当部局
対応方針（閣議決定）記載内容

（提案年におけるもの）
最終の対応方針（閣議決定）記載内容 措置の概要 資料等

－ － － － － －

６　【農林水産省】
（21）産地水産業強化支援事業
「強い水産業づくり交付金（経営構造改善目標）費用・便益分析要領」（平22水産庁漁政部、
漁港漁場整備部）において、従前より既存施設の全てを取り壊した上で新たな施設整備を行う
場合の便益算定方法については、新築として取り扱われていることを、地方公共団体に通知
する。

【農林水産省】産地水産業強化支援事業に係る費用・便益分析につい
て（平成27年2月25日付け水産庁漁港漁場整備部防災漁村課長通
知）

https://www.cao.go.jp/
bunken-
suishin/teianbosyu/h26f
u_tsuchi.html#h26_98

－ － － － － －


	空白ページ



